
 
 

 

 

 

 令和８年度 しずおか中高年世代活躍応援 

プロジェクト協議会 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

令和８年７月６日（月） 

 



2021年4月1日

静岡労働局職業安定部職業安定課
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安定所別有効求人倍率・新規求人倍率（R8.5月）
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3

有効求人・有効求職・有効求人倍率の推移
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※１ 月別の数値は季節調整済みの数値である。
※２ 季節調整については、年に１度季節調整替えを行っている。なお、令和５年12月以前の数値は新季節指数により改定されている。
※３ ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和３年９月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で求職登録した求職者数が含まれている。
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4

職業別有効求人・有効求人倍率の推移
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5

「医療・福祉ささえる求人充足プロジェクト」

• 医療・福祉分野（医療、介護、保育の３分野）については、人材不足が深刻であり特に重点的な人材確保の取組が
求められている。

• 求人者が民間の人材職業紹介会社に支払う紹介手数料について負担感があり、無料の公的職業紹介機関であるハ
ローワークの機能強化を求める声が強くなっている。

• 令和８年度は、すべてのハローワークの最重点事項として、医療・福祉分野の取組（「 医療・福祉ささえる求人充足プロ
ジェクト」）を強化。

１ 事業所訪問等による事業所へのアウトリーチ支援
全ハローワークにおいて、事業所訪問により事業所の情報、魅力、課題を収集し、賃金見直しを含めた求人条
件緩和指導や雇用管理指導援助、求職者にアピールできる求人票作成のアドバイス等を実施。

３ 関係機関、公的な無料職業紹介機関との連携強化
ナースセンター、福祉人材センター、介護労働安定センター、保育士・保育所支援センターとの連携内容を
一層強化。

〇プロジェクトの概要
医療・福祉分野の事業所に対し、事業所訪問等によるアウトリーチ支援を強化するとともに、求職者へのマッチング支援を
さらに拡充することにより、ハローワークにおける求人充足支援の強化を図る。

２ 求職者へのマッチング支援
医療・福祉分野における有資格者、勤務経験者及び興味を持つ者のほか、応募職種の定まっていない求職
者も含め医療・福祉分野への就職可能性がある求職者等に対し、求人情報の提供や担当者制による職業
相談・職業紹介等を行うとともに、きめ細かなマッチング支援を実施。

静岡労働局
人材確保対策キャラター

「ルー」
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2021年4月1日

静岡労働局職業安定部職業安定課

就職氷河期世代等の支援について
内閣官房就職氷河期世代支援推進室

資料２
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１ 就職氷河期世代等の支援について
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• 骨太方針2019：３年間（2020～22年度）の集中支援を行う「就職氷河期世代支援プログラム」を創設。
現状よりも良い処遇、そもそも働くことや社会参加を促す中で、同世代の中心層の正規雇用者を30万人
増やすことを目指す。

※支援対象：バブル崩壊後の雇用環境が厳しい時期（※１）に就職活動を行ったため、今もなお、不本意ながら不安定な仕事
に就いている、長期にわたり無業の状態にあるなどの課題に直面している者。

気運醸成のため「就職氷河期世代支援の推進に向けた全国プラットフォーム」(議長：大臣(※２))を開催（毎年度）。

• 骨太方針2022：２年間（2023～24年度）を「第二ステージ」と位置づけ。施策の見直しを行い、より効果的な支援に
取り組む。

• 骨太方針2024：就職氷河期世代の就労支援は、５年間の集中的取組により、一定の成果を挙げている。
来年度以降、就職氷河期世代への支援は、中高年層に向けた施策を通じて、相談、リ・スキリングから就
職、定着までを切れ目なく効果的に支援するとともに、地方自治体と連携し、個々人の状況に合わせ、就
労に向けたリ・スキリングを含む幅広い社会参加支援を行う。

第２ステージ終了に当たり、新たに閣僚会議を立ち上げ、基本的な枠組みを決定。

• 第１回閣僚会議（2025年４月25日）：「就職氷河期世代等支援に関する関係閣僚会議」（議長：総理）を設置。
• 第２回閣僚会議（2025年６月３日）：支援の方向性をとりまとめた「基本的な枠組み」を決定。

※枠組みの支援対象：就職氷河期世代について、その周辺の世代と合わせ、個々人のニーズに応じ
たきめ細かい支援を効果的に実施。

• 骨太方針2025：「就職氷河期世代等支援に関する関係閣僚会議」で決定した基本的な枠組みに基づき、リ・スキリング
支援の充実等の「就労・処遇改善に向けた支援」、居場所づくり等の「社会参加に向けた段階的支援」
及び家計改善・資産形成の支援等の「高齢期を見据えた支援」の３本柱に沿って、従前からの取組を強
化する。
今後、詳細な実態や施策ニーズに関する調査を行うとともに、「就職氷河期世代支援の推進に向けた全
国プラットフォーム」での検討を経て、2025年度内を目途に、ＫＰＩを含む新たな就職氷河期世代等
支援プログラムをとりまとめ、その当事者、家族、支援関係者等への広報を強化する。

※ １概ね1993～2004年。※２共生社会担当大臣兼内閣府特命担当大臣（共生・共助）。

就職氷河期世代等支援の経緯

3
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新たな就職氷河期世代等支援プログラムの基本的な枠組みについて

4

１．就労・処遇改善に向けた支援 ２．社会参加に向けた段階的支援 ３．高齢期を見据えた支援

①社会とのつながり確保の支援
• ひきこもり支援の広域連携等を推進し、
相談支援を行う自治体を支援

• 氷河期等交付金における、居場所づくり
に取り組む自治体支援

②職業的自立に向けた支援
地域若者サポートステーションにおける
就労に向けた相談支援

③柔軟な就労機会の確保
• 認定就労訓練事業（中間的就労※）の
積極活用

• 氷河期等交付金における、中間的就労の
機会創出に取り組む自治体支援

①家計改善・資産形成の支援
• 生活困窮者に対する家計改善支援
• 金融経済教育推進機構による、関係省庁

等と連携した金融経済教育の提供

②希望に応じた高齢期の就業機会の確保
65歳超雇用推進助成金による支援

③高齢期の所得保障
• 短時間労働者への被用者保険の適用拡大と

ともに、任意の適用に取り組む事業所を支
援

• 社会経済情勢を見極め、次期財政検証にお
いて基礎年金水準の低下が見込まれる場合
には、基礎年金のマクロ経済スライドを早
期に終了するために必要な措置を講ずる

④住宅確保の支援
• 低廉な公営住宅の供給
• 高齢者が着実に入居できるセーフティ

ネット登録住宅の供給
• 見守りや福祉サービスへのつなぎが提供

される居住サポート住宅制度の普及

①実態調査 ソーシャルリスニング方式（※）を取り入れた調査等を通じた継続的な当事者のニーズ調査の実施
②周知広報 プッシュ型による情報提供の展開、新ポータルサイトの活用と合わせた広報の強化

※中間的就労
すぐに一般企業で働くことが難しい者が、
個々人の能力や適性、状況に応じて支援を受け
ながら柔軟に働くこと。

※SNS等で発信されている意見を
収集、分析し、ニーズや課題感
のトレンドを把握する方法

（ＫＰＩ例）
正規雇用労働者率、不本意非正規雇用労働者率等

（ＫＰＩ例）
無業者率、困ったときに頼れる人の有無等

（ＫＰＩ例）
老後の生活設計に不安を感じる割合、高齢者の

就業率等

①相談対応等の伴走支援
ハローワークの専門窓口で、賃金が上昇す
る 転職･処遇改善に資する訓練情報の提
供を含む相談、紹介、就職、定着までの一貫
した伴走支援

②リ・スキリングの支援
• 非正規雇用労働者等を対象とするオンラ
イン訓練の全国展開

• 資格やスキル標準と結びつく教育訓練給
付金指定講座の拡大

• 企業を通じたキャリア形成の支援

③就労を受け入れる事業者の支援
• トライアル雇用助成金による支援
• 特定求職者雇用開発助成金による支援

④家族介護に直面する者の介護離職防止に
向けた支援

• 両立支援等助成金による支援
• 地域の介護サービス提供体制の確保

⑤公務員・教員としての採用拡大

⑥業種別の就労支援(農業・建設業・物流業)

⑦地方における就業等の支援

様々な課題に直面している就職氷河期世代に対して、その周辺の世代と合わせ、個々人の課題やニーズに応じたきめ細かい支援を効果的に実施して
いくことで、当該世代が抱えている現在と将来の暮らしへの不安を軽減するため、当面３年間程度（2028年度まで）の集中的な支援に取り組む。

３本柱の取組を支える実態調査・広報プロモーション
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新たな就職氷河期世代等支援プログラムのK P I

5

最終アウトカム指標 中間アウトカム指標 関連施策

就職氷河期世代の中心層の
正規雇用労働者率
就職氷河期世代の中心層の
不本意非正規雇用労働者率
（参考）出生年代別の実質
賃金カーブ

日常生活での悩みや不安を
「感じている」と回答した
者の割合及びそのうち老後
の生活設計に不安を感じて
いる者の割合
高齢者の年齢階級別就業率
（参考）住生活に対する満
足度

就職氷河期世代の中心層の
無業者率
年齢階級別困ったときに頼
れる人の有無

求職者支援訓練の訓練修了３か月後
の就職率
指定講座受講生の就職率
トライアル雇用終了者の常用雇用へ
の移行率
特定求職者雇用開発助成金の支給対
象者の継続雇用率（12か月）
介護・看護を理由とする離職者数
国家公務員中途採用者選考試験（就
職氷河期世代）による採用者数

①相談対応等の伴走支援
・ハローワークの専門窓口で、賃金が上昇する転職･処遇改善に資する訓練

情報の提供を含む相談、紹介、就職、定着までの一貫した伴走支援
②リ・スキリングの支援
・非正規雇用労働者等を対象とするオンライン訓練の全国展開
・資格やスキル標準と結びつく教育訓練給付金指定講座の拡大
・企業を通じたキャリア形成の支援
③就労を受け入れる事業者の支援
・トライアル雇用助成金による支援 ・特定求職者雇用開発助成金による支援
④家族介護に直面する者の介護離職防止に向けた支援
・両立支援等助成金による支援 ・地域の介護サービス提供体制の確保
⑤公務員・教員としての採用拡大
⑥業種別の就労支援（農業・建設業・物流業）
⑦地方における就業等の支援

①社会とのつながり確保の支援
・ひきこもり支援の広域連携等を推進し、相談支援を行う自治体を支援
・氷河期等交付金における、居場所づくりに取り組む自治体支援
②職業的自立に向けた支援
・地域若者サポートステーションにおける就労に向けた相談支援
③柔軟な就労機会の確保
・認定就労訓練事業（中間的就労）の積極活用
・氷河期等交付金における、中間的就労の機会創出に取り組む自治体支援

①家計改善・資産形成の支援
・生活困窮者に対する家計改善支援
・金融経済教育推進機構による、関係省庁等と連携した金融経済教育の提供
②希望に応じた高齢期の就業機会の確保
・65歳超雇用推進助成金による支援
③高齢期の所得保障
④住宅確保の支援
・低廉な公営住宅の供給
・高齢者が着実に入居できるセーフティネット登録住宅の供給
・見守りや福祉サービスへのつなぎが提供される居住サポート住宅制度の普及

１．就労・処遇改善に向けた
支援

２．社会参加に向けた
段階的支援

３．高齢期を見据えた支援

ひきこもり支援推進事業の実施自治
体数
認定就労訓練事業の利用実績がある
自治体の割合
就労訓練事業所を認定する自治体
（都道府県・指定都市・中核市）のうち、
利用者受入の実績がある認定就労訓
練事業所を有する自治体の割合
地域就職氷河期世代等支援推進事業
による社会参加を実現した者

生活設計への意識を持つ割合・取組
率の変化
企業における高年齢者就業確保措置
の実施率
高齢期の暮らしを支える住宅の数

※景気等の外的な要因があること
を前提に評価を行う。

※主な関連施策の行政事業
レビューシート上に記載のある
中長期アウトカム等から選定。

４．３本柱の取組を支える実態把握及び広報プロモーション

・支援を必要としている方に必要な情報が届けられるよう、各府省庁等
が連携し、実態の把握や周知広報に取り組む。
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これまでの取組及び就業等の実態
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①就労・処遇改善に向けた支援 ②社会参加に向けた段階的支援

7

不本意非正規雇用労働者の推移

無業者の推移

→氷河期世代の不本意非正規の割合は低下傾向にあるが、
全世代の平均と比べ依然として高い。

→氷河期世代の無業者割合は、10年前の同世代に比べ微増。

352

409

441 459 458

353

394

422 433
423

345

380

402
406

337

373
385

330

370

410

450

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

1964-1968年生まれ 1969-1973年生まれ 1974-1978年生まれ 1979-1983年生まれ

→氷河期世代の賃金カーブは、それ以前の世代に比べ増加
が緩やか。

出生年代別の実質賃金カーブ（男性・実質賃金額）

（月額・千円）

年 年 年 年 年 年

～ 年生まれ ～ 年生まれ
～ 年生まれ 全世代

歳～ 歳 歳～ 歳 歳～ 歳 歳～ 歳

～ 年生まれ ～ 年生まれ
～ 年生まれ ～ 年生まれ

2014 2014 2014 20142024 2024 2024 3.6 
5.8 

8.4 8.5 
11.0 

7.8 
5.6 4.6 

0

2

4

6

8

10

12

16～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70～79歳 80歳以上

頼れる人がいない人の割合（2024年調査）

→頼れる人がいない人の割合は、40代～50代が上位。（％）

（年）
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③高齢期を見据えた支援

～ 歳 ～ 歳 ～ 歳 ～ 歳

感じている

どちらかといえ
ば感じている
どちらかといえ
ば感じていない
感じていない

無回答

（％）

（備考）
・左上図は金融広報中央委員会「家計の金融行動に関する世論調査」を基に作成。金融資産を保有する二人以上の世帯。
無回答を除くベースで割合を算出。

・右上図は内閣府「国民生活に関する世論調査（令和６年８月調査）」より作成。
・左下図は総務省「労働力調査（基本集計）」より作成。
・右下図は総務省「住宅・土地統計調査」より作成。単身高齢者世帯数は国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将
来推計（全国推計）」（2024年推計）を使用。

金融資産保有額

5.9 

9.7 

14.0 

29.2 

29.3 

34.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2003年時に40代

2013年時に40代

2023年に40代

100万未満 100万～500万円

500万～1,000万円 1,000万～2,000万円

→高齢期を迎えても働き続けられる環境整備が課題。

→氷河期世代は金融資産が少ない人の割合が
過去の同世代に比べて高い。

→40～50代の単身世帯の持家率は20年前から徐々に低下。
高齢期の住宅確保が課題となる可能性。

単身世帯の持家率

※単身高齢者 2020年：738万人→2050年：1,084万人

～ 歳 ～ 歳 ～ 歳

年 年 年

（％）

年齢階級別就業率の推移

～
歳

～
歳

～
歳

～
歳

～
歳

～
歳

～ 歳

年生まれ 年生まれ 年生まれ

年生まれ 年生まれ 年生まれ

（％）

（％）

日常生活での悩みや不安（2024年８月調査）

→40～50代は悩みや不安を抱える割合が高い。

【日常生活での悩みや不安の具体的内容】

※「感じている」「どち
らかと言えば感じてい
る」と回答した者を対
象

※複数回答

30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳
老後の生活設計
について

55.3 65.3 76.5 76.9

今後の収入や資産
の見通しについて

78.0 68.9 69.6 57.6
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２ 就職氷河期世代等支援の取組状況について
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各府省庁のこれまでの取組及び今後の取組方針について
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各府省庁のこれまでの取組及び今後の取組方針について
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各府省庁のこれまでの取組及び今後の取組方針について
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各府省庁のこれまでの取組及び今後の取組方針について
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各府省庁のこれまでの取組及び今後の取組方針について
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各府省庁のこれまでの取組及び今後の取組方針について
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各府省庁のこれまでの取組及び今後の取組方針について
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各府省庁のこれまでの取組及び今後の取組方針について
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• 令和２年度から開始した国家公務員中途採用者選考試験（就職氷河期世代）では、令和６年度までの５年間で750名以
上という採用目標を上回る、823名を採用。

• 加えて、既存の経験者採用等の取組により、５年間で5,183名の就職氷河期世代の方々を採用。
• これらの取組を通じて、令和２年度から令和６年度までに6,006名の就職氷河期世代の方々を国家公務員として採用。

国家公務員中途採用の取組について

（注）
１．中途採用者選考試験（就職氷河期世代）については、令和６年４月１日時点で38歳～57歳の年齢階層を対象した試験であり、令和２～６年度に受験し、採用となった者の
人数をそれぞれの翌年度に集計したもの。
２．既存の経験者採用等については、令和２～６年度に一般職試験（社会人試験（係員級））、経験者採用試験、選考採用（地方公務員等からの選考等を除く）、各種専門職
試験を受験し、採用となった者のうち、採用時点で35～49歳に該当する者の人数をそれぞれの翌年度に集計したもの。

18
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令和２年度～令和６年度に実施した中途採用試験での就職氷河期世代の採用者数：18,601名
• 就職氷河期世代に限定した中途採用試験の採用実績

令和２年度～令和６年度に実施した同試験からの採用実績： 2,729名を採用
• 就職氷河期世代が受験可能な中途採用試験の採用実績

令和２年度～令和６年度に実施した同試験からの採用実績： 48,839名を採用、うち就職氷河期世代は15,872名

地方公務員における中途採用の取組について

※ 「就職氷河期世代に限定した中途採用試験」は、首長部局における、令和６年４月１日時点の年齢が大卒程度で概ね42歳以上53歳以下、高卒程度で概ね38歳以上49歳
以下の者を対象として就職氷河期世代の支援を目的とすることを明示の上、実施する職員採用試験。
「就職氷河期世代が受験可能な中途採用試験」は、首長部局における、上記に該当する採用試験及び「主に新規学卒者を対象とした採用試験」を除く採用試験で、令
和６年４月１日時点の年齢が38歳以上53歳以下の者の一部又は全部が受験可能な職員採用試験。

19
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2021年4月1日

静岡労働局職業安定部職業安定課

令和７年度

しずおか中高年世代活躍応援プロジェクト

KPI及び取組実施結果報告

資料３
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（１）不安定な就労状態にある方

・達成率 115.4％ ・達成率 100.3％

9,620

160

7,389

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

・中高年世代限定求人数及び

歓迎求人数

目標 限定求人 歓迎求人

・達成率 78.5％

7,549

2756

2181

3180

2187

0
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2500

3000

3500

ハローワーク紹介による正社員就職件数 キャリアアップ助成金正社員転換数

ハローワーク紹介による正社員就職件数（中高年世代）

キャリアアップ助成金活用による正社員転換数

目標 令和7年度

・令和２年４月から、ハローワーク静岡・浜松に
「就職氷河期世代専門窓口」を設置。

令和7年度実績KPI数値KPI
3,180件2,756件ハローワーク紹介による正社員就職件数（中高年世代）

2,187人2,181人キャリアアップ助成金活用による正社員転換数

7,549人9,620人中高年世代限定求人数及び歓迎求人数
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（２）就業を希望しながら長期にわたり無業の状態にある方

600

440
394

326

0

100

200

300

400

500

600

700

新規登録件数 就労につながった件数

地域若者サポートステーションの取組

目標 令和7年度・達成率 65.7％ ・達成率 74.1％

令和7年度実績KPI数値KPI
394件600件サポステへの新規登録件数

326件440件サポステの支援により就労につながった件数
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（３）社会参加に向けた支援を必要とする方（ひきこもりの方等）

705

954

0

200

400

600

800

1000

1200

・中高年世代のひきこもり状態にある人の

「居場所」利用者数

目標 令和7年度

18
19

0

5

10

15

20

・市町のひきこもり相談支援体制整備に係る

アドバイザー派遣回数

目標 令和7年度
・達成率 105.6％・達成率 135.3％

令和7年度実績KPI数値KPI
954人705人中高年世代のひきこもり状態にある人の「居場所」利用者数

19回18回市町のひきこもり相談支援体制整備に係るアドバイザー派遣回数
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【参考】取組実績、相談体制の充実について

静岡労働局

21回セミナー実施回数

ミドル・チャレンジコーナー
278人セミナー参加者数

56回面接会実施回数

620人面接会参加者数

7,505人
（うち中高年世代1,845人）利用者数

しずおかジョブステーション（産業人材課）
5,388人

（うち中高年世代1,304人）相談者数

603人
（うち中高年世代182人）進路決定者数

7,561件新規相談受付件数

自立相談支援事業（地域福祉課） 1,792件支援プラン作成件数

310人就職者数

9人就労支援参加者数
生活困窮者等就労準備支援事業（地域福祉課）

23社就労訓練受入企業の開拓数

1回シンポジウム実施回数静岡県孤独・孤立対策プラットフォーム
（福祉長寿政策課） 3回ワークショップ実施回数
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6

【参考】取組実績、相談体制の充実について

静岡市、浜松市

117社新規開拓企業数

インクルーシブ雇用推進事業（静岡市）

83人普及啓発・イベント参加者数（求職者向け
スキルアップセミナー、合同説明会）

34人研修参加者数 （企業向けセミナー、自己
分析ワークショップ）

21人就職者数

95人出張相談会参加者数（4回）

高齢者等支援窓口（NEXTワークしずおか）
（静岡市）

58人仕事説明会参加者数（1回）

企業向け 25人
市民向け 34人企業・市民向けセミナー参加者数（各1回）

341人高年齢者等の雇用・就業者数

379回相談受付件数
地域若者サポートステーションはままつ
就職氷河期世代支援事業（浜松市）

11人就職者数
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• 就職氷河期世代等支援紹介ポータルサイト（内閣府）
本人・家族・企業・支援実施者・メディア等、
さまざまな立場から必要な支援情報を探せる
総合的なポータルサイト。
令和8年4月から運用を開始した。

https://shushokuhyogakishien-portal.go.jp/

• 中高年世代活躍応援特設サイト（厚生労働省）
中高年世代の仕事や生活に不安や悩みを抱える方に対し、
役立つ制度や相談窓口、就職支援などをわかりやすく
整理し、活用につながる情報を提供する。
令和7年10月から運用を開始した。

https://www.mhlw.go.jp/shushoku_hyogaki_shien/

• 中高年世代活躍応援プロジェクト特設サイト（静岡労働局）
中高年世代を対象としたイベントやセミナー情報、県内の
ハローワーク（ミドル・チャレンジコーナー）やサポステ
等の相談窓口の情報を提供する。

https://shizuoka-chukonen.mhlw.go.jp/

7

【参考】周知広報について
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資料４-１

（４）全支援対象者

【令和７年度の取組】
　支援対象者を支える機運の醸成を行うため、以下の取り組みを行った。

〇委託事業により、特設ホームページにて、当該事業に係る面接会やセミナーなどのイベント情報の掲載や支
援機関（地域若者サポートステーション、ポリテクセンター、ひきこもり支援センター等）の周知を行った。
　また、支援機関を紹介するショート動画を３本作成し、特設ホームページに掲載を行うとともにYouTube配信を
実施した。
〇「しずおか中高年世代のためのイベントカレンダー」を作成し、県内市町、社会福祉協議会、ハローワーク及
び附属施設、地域若者サポートステーション、ジョブステーションへ配布した。
〇中高年世代のための合同企業説明会（同日開催のキャリアデザインセミナー含む）について、静岡新聞（東
部版、中部版、西部版）に広告掲載を実施した。
〇中高年世代活躍応援プロジェクト周知用のクリアファイルを作成・配布し、周知を行った。

令和７年度「しずおか中高年世代活躍応援プロジェクト」取組・進捗状況報告
（目標、KPI及び取組：事業実施計画の５関係）

（２）長期にわたり無業の状態にある方

【令和７年度実績】
　中高年層（ミドルシニア）専門窓口（ミドル・チャレンジコーナー）を県内２ヶ所のハローワークに配置し、担当者
制による職業相談、公的職業訓練のあっせん、セミナーの開催、助成金の活用等により、きめ細かい就職支援
を実施した。

〇ハローワーク紹介による正社員就職件数（就職氷河期世代を含む中高年世代）
　　・令和７年度目標（KPI）：2,756件
　　　　　　　　　 　　　  実績：3,180件（達成率：115.4％）
〇キャリアアップ助成金活用による正社員転換数
　　・令和７年度目標（KPI）：2,181人
　　　　　　　　　　　　　実績：2,187人（達成率：100.3％）
〇中高年世代限定・歓迎求人数
　 　・令和７年度目標（KPI）：9,620人
　　　　　　　　　　　　　 実績：7,549人（達成率：78.5％）
〇ミドル・チャレンジコーナー（ハローワーク静岡、ハローワーク浜松）による取組状況
　　・セミナー開催数21回、参加人数278人
　　・面接会開催数56回、参加人数620人

【令和７年度実績】
　地域若者サポートステーションの支援対象年齢を令和２年度から49歳までに広げ、県内４ヶ所（東部、静岡、
掛川、浜松）のサポステに委託して、各ハローワーク、しずおかジョブステーション等との連携を図りながら、サ
ポステの専門相談員によるカウンセリングやセミナーを実施した。

〇サポステへの新規登録者数
　・令和７年度目標（KPI）：600件
　　　　　　　　 　　　　実績：394件（達成率：65.7％）
〇サポステの支援により 就労につながった件数
　・令和７年度目標（KPI）：440件
　　　　　　　　　　　　 実績：326件（達成率：74.1％）

機　 関　 名 静岡労働局

（１）不安定な就労状態にある方
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資料４-２

令和７年度「しずおか中高年世代活躍応援プロジェクト」取組・進捗状況報告
（目標、KPI及び取組：事業実施計画の５関係）

機　 関　 名 静岡県経済産業部就業支援局産業人材課

（４）全支援対象者

（１）不安定な就労状態にある方

○しずおかジョブステーションにおいて、中高年世代を含め全ての世代に対し、キャリアコンサルティング等の
個別相談を実施
・令和７年度利用者数は7,505人（内、中高年世代は1,845人）
・相談者数は5,388人(内、中高年世代は1,304人）
・進路決定者数は603人（内、中高年世代は182人）
※中高年世代：35歳～59歳

○静岡労働局主催の中高年世代を対象とした合同企業説明会について「しずおか就職net」へ掲載及びメール
配信を行い、企業や求職者へ周知した。

（２）長期にわたり無業の状態にある方

（３）社会参加に向けた支援を必要とする方（ひきこもり等）
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資料４-３

令和７年度「しずおか中高年世代活躍応援プロジェクト」取組・進捗状況報告
（目標、KPI及び取組：事業実施計画の５関係）

機　 関　 名 静岡県健康福祉部福祉長寿局地域福祉課

＜自立相談支援事業＞　上記(1)のとおり
＜生活困窮者等就労準備支援事業＞  上記(2)のとおり

（４）全支援対象者

上記(1)～(3)のほか、「生活保護者就労支援事業」等を実施。

（１）不安定な就労状態にある方

＜自立相談支援事業＞
　事業の拠点となる事務所に相談支援員を配置して、以下の業務を実施。（町社協を窓口として、相談事業を
実施。）
○自立相談支援事業
・生活困窮者が抱える課題を把握し、本人の状況や希望に応じ、自立に向けた支援プランの作成。
（県内自治体における2025年度の新規相談受付件数：7,561件、支援プラン作成件数：1,792件、就職者数：310
人）
・生活及び就労等に関する問題の解決を図るための支援。
・各種支援制度の利用について、関係機関と連絡調整。
○支援調整会議
・受託者、県、町、関係機関の担当者等が参加する会議を開催し、支援プランの検討を行った。

（２）長期にわたり無業の状態にある方

＜生活困窮者等就労準備支援事業＞
　生活習慣の乱れ等に起因して直ちに働くことが難しい生活困窮者等（生活保護受給者を含む。）に対し、共同
生活や就労体験を行うことを通じて一般就労に向けた基礎能力の形成を図ることを目的としている。
　実施する内容はまず２泊３日の合宿型のセミナーで、生活のリズムを整えるとともに、身だしなみやビジネス
マナーの習得、自己の長所や弱点の把握、対人や社会との接し方の学習など、就労に必要な知識・能力の向
上を図る。その上で、実際の就労の場で体験を通して就労の訓練を行う。また、フォローアップの合宿を行い、
仲間の頑張りを共有し、自己有用感を向上させる。さらに、上記の合宿終了から一定期間経った後、アフターサ
ポート面談として各関係機関と支援調整会議を行うことで、社会的孤立の防止や就労意欲の減退を予防を図っ
ている。
　令和７年度は11月から２月にかけて、県内で２回にわたって２泊３日の合宿形式の就労支援を行い、５人が参
加した。
　合宿後の認定就労訓練事業所等を活用した就労体験についても、同様に11月から２月にかけて、県内で２回
にわたって５日間の即効性のある就労支援を行い、４人が参加した。
　また、就労訓練等を受け入れる企業開拓も行い、23社を開拓した。実際に８人が就労訓練等に参加し、その
うち２人が就労・増収を達成した。

　令和８年度は、合宿型の事業に加え、通所型のセミナー及び職場見学や就労体験の実施を予定している。

（３）社会参加に向けた支援を必要とする方（ひきこもり等）
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資料４-４

○静岡県孤独・孤立対策プラットフォーム
　行政、ＮＰＯ、社会福祉協議会、社会福祉法人、企業等の連携・協働を促進し、それぞれの得意分野を活かし
て孤独・孤立の問題に対応していくため、「静岡県孤独・孤立対策プラットフォーム」を設置している。その取組
の一環として、意識醸成のためのシンポジウムや地域での連携を促進するためのワークショップを開催した。
　※プラットフォーム参加団体数：162団体（R8.6末現在）
＜シンポジウム＞
　開催日：令和７年９月18日
　内容：基調講演「誰ひとり取り残されないまち」（NPO法人放樸理事長　奥田知志氏）、パネルディスカッション
＜ワークショップ＞
　県内３箇所で開催
　開催日：（東部）令和８年１月11日、（中部）令和８年２月１日、（西部）令和８年１月12日
　内容：実践報告「人と地域がつながるプラットフォームかまくら”ここかま”」（鎌倉市　内藤克子氏）、
　　　　ワークショップ（地域の課題・資源の共有、連携の可能性の模索）　など

（４）全支援対象者

（１）不安定な就労状態にある方

（２）長期にわたり無業の状態にある方

（３）社会参加に向けた支援を必要とする方（ひきこもり等）

令和７年度「しずおか中高年世代活躍応援プロジェクト」取組・進捗状況報告
（目標、KPI及び取組：事業実施計画の５関係）

機　 関　 名 静岡県健康福祉部福祉長寿局福祉長寿政策課
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資料４-５

令和７年度「しずおか中高年世代活躍応援プロジェクト」取組・進捗状況報告
（目標、KPI及び取組：事業実施計画の５関係）

機　 関　 名 静岡県健康福祉部障害福祉課

＜相談体制の充実＞
　県内全域を支援できる静岡県社会福祉協議会に委託し、希望のあった市町に対して専門的見識を備えるアド
バイザーを派遣して助言支援、研修会の開催など、市町におけるひきこもり相談支援体制の整備を支援した。
　また、検索連動型広告により、ひきこもりの相談窓口の周知を図った。
　　○アドバイザーの派遣など個別支援を実施（16市町で19回実施）
　　・ひきこもりに関する家族・住民向けの講演会
　　・ひきこもりの基本的な知識、支援者の実務についての研修
　　・ひきこもり支援の事例検討
　　・居場所運営方法等の助言　など
　　○ひきこもり支援体制構築のための市町会議を開催（26市町参加）
　　・国、県のひきこもり対策の説明及びグループワークを実施
　　○検索連動型相談窓口周知
　　・インターネットによる検索連動型広告によりひきこもりの相談窓口情報を案内

　市町のひきこもり相談窓口設置数　全市町（令和７年度末時点）

＜居場所の設置＞
　自宅以外で過ごし、人との交流を図る居場所を設置したほか、ひきこもりの長期化等により中高年のひきこも
りが増加しているため、中高年向けの居場所を設置し、身近な地域で社会への第一歩を踏み出す支援を行っ
た。令和７年度の居場所利用者数は954人であり、前年度より30人減少したが、中高年向け居場所については
164人と前年度より24人増加した。

（４）全支援対象者

（１）不安定な就労状態にある方

（２）長期にわたり無業の状態にある方

（３）社会参加に向けた支援を必要とする方（ひきこもり等）
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資料４-５ 別添 
 

 

 

就職氷河期世代ひきこもり支援強化事業 

(静岡県健康福祉部障害者支援局障害福祉課) 

１ 趣旨・目的 

令和元年度に県と市町の共同により民生委員・児童委員等を対象に実施したひきこもり 

等に関する状況調査の結果、ひきこもりの高年齢化、長期化が判明し、民生委員等から必

要とされる支援として、相談窓口の充実や周知を挙げる意見が多かった。 

また、平成 30 年４月に施行された改正社会福祉法では、ひきこもりを含む複雑化・複 

合化する福祉課題に対応する包括的な相談支援体制の整備が市町の努力義務となっている。 

 このため、身近な相談窓口である市町を対象とした相談体制の整備に向けた支援ととも

に、ひきこもりで悩む当事者やその家族等に向けた支援情報を発信する。 

 

２ 事業概要 

（１）市町相談体制整備支援 

対 象 内  容 

政令市を除く 
33 市町 

相談体制整備のためのアドバイザー派遣 
・ひきこもり当事者や家族を対象とした相談会等の開催支援 
・ひきこもり支援の方法等に関する勉強会等の実施 ほか 

   
令和７年度実績 

実施数 内  容 

16 市町で実施 

・ひきこもりに関する家族・住民向けの講演会 
・ひきこもりの基本的な知識、支援者の実務についての研修 
・ひきこもり支援の事例検討 
・居場所運営方法等の助言 ほか 

26 市町参加 
「ひきこもり支援体制構築のための市町会議」（課長会議及び担
当者会議）を開催、厚生労働省担当、長岡崇徳大学教授の講演
後、グループワーク実施 

 

（２）検索連動型相談窓口周知 

期 間 内  容 

令和７年５月～ 

令和８年３月 

インターネットの検索連動型広告により相談窓口等のひきこも

りに関する支援情報を案内 

 
  令和７年度実績 

５月～３月 計 月平均 

広告表示回数 400,796 回 36,436 回 

クリック回数 12,534 回 1,139 回 
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資料４-６

（４）全支援対象者

１．インクルーシブ雇用推進事業
　働きたい就労困難者（障害者手帳を持たない障害者、難病患者、ニート、ひとり親、就職氷河期世代、ひきこ
もり）の雇用を促進するため、本人と企業とのマッチング支援や、雇用する企業へのコンサルティング支援など
を行う取組。
【実績】　就業者数　21人
【取組】
・新規開拓企業数　117社
・普及啓発・イベント参加者数（求職者向けスキルアップセミナー、合同説明会）　83人
・研修参加者数　（企業向けセミナー、自己分析ワークショップ）　34人

２．高齢者等支援窓口(NEXTワークしずおか)
　静岡市役所２階に開設しているミドル世代、シニア世代のための就労サポート窓口。
【実績】　高年齢者等の雇用・就業者数　　341人
【取組】
・出張相談会の開催（回数：４回、参加者：95人）
・仕事説明会の開催（回数：１回、参加者：58人）
・セミナーの開催（回数：企業向け・市民向け各１回、参加者：企業向け25人・市民向け34人）

令和７年度「しずおか中高年世代活躍応援プロジェクト」取組・進捗状況報告
（目標、KPI及び取組：事業実施計画の５関係）

（２）長期にわたり無業の状態にある方

（３）社会参加に向けた支援を必要とする方（ひきこもり等）

機　 関　 名 静岡市

（１）不安定な就労状態にある方
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資料４-７

（４）全支援対象者

令和７年度「しずおか中高年世代活躍応援プロジェクト」取組・進捗状況報告
（目標、KPI及び取組：事業実施計画の５関係）

（２）長期にわたり無業の状態にある方

（３）社会参加に向けた支援を必要とする方（ひきこもり等）

【令和７年度実績】
〇地域若者サポートステーションはままつ就職氷河期世代支援事業
・相談受付件数　３７９件
・就職者　１１人

機　 関　 名 浜松市

（１）不安定な就労状態にある方
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資料４-７ 別添 

 

 

就職氷河期世代支援事業について【令和 7 年度事業報告】 

 
 

浜松市産業部労働政策課 

 

 

１ 令和 7年度 事業内容及び実績 

 

地域若者サポートステーションはままつ就職氷河期世代支援事業（R2 年度～） 

対象者 就職氷河期世代で無業のもの 

内 容 相談員として臨床心理士等２人を配置する。 

就職氷河期世代の職業的自立に向けた就労支援を実施。 

実 績 相談受付数：379 件、新規登録者数：13人 

就職者数：11 人（正規 1人、非正規 10人） 

 

          

 

２ 地域就職氷河期世代支援加速化交付金 重要業績評価指標（KPI 実績）：内閣府へ報告済 

 指標名 目標値 実績 

KPI 就業者数（正規雇用、非正規雇用、自営・起業・内職等の人数） 23 11 

「生活習慣」「自己肯定感」「コミュニケーション能力」に課題がある対象者が多く、支援

が長期化しているため目標値に達しなかった。 

KPI 就業者数のうち正規就職者数 8 1 

「生活習慣」「自己肯定感」「コミュニケーション能力」に課題がある対象者が多く、支援

が長期化しているため目標値に達しなかった。 

KPI 社会参加者数（通いの場、就労準備訓練等への参加者の人数） 22 13 

事業の周知を強化したが、目標値に達しなかった。引き続き事業の周知に努めていく。 
  

・事業の実施状況等 

    就職氷河期世代向けの相談窓口はサポステのみでなく、ハローワークのミドルチャレンジコー

ナー等複数あり、各相談窓口の認知が進み相談が分散しているため、サポステへの新規の相談者

が減少したと分析しています。今後は、支援対象者が自身の課題にあった窓口を選べるよう、引

き続き事業の周知に努めていくとともに、 

就職には、受け入れる事業所側の理解や協力も重要になるため、就職氷河期世代の置かれてい

る状況について、官民で理解を深め、情報共有を行い、社会の課題であるという認識を持ち対応

していくことが必要と考えます。 
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資料５-１ 

しずおか中高年世代活躍応援プロジェクト協議会設置要領（案） 

 

 １ 趣旨 

いわゆる就職氷河期世代の方々への対応については、これまで「経済財政運営と

改革の基本方針 2019（令和元年６月 21 日閣議決定）に盛り込まれた「就職氷河期世

代支援プログラム」の下、令和２年より関係機関や団体を構成員とする「しずおか就職

氷河期世代活躍支援プラットフォーム」（以下「しずおか PF」という。）を設置し、官民が

協働して県内の就職氷河期世代の支援に地域全体で取り組む気運を醸成するととも

に、支援策の取りまとめ、進捗管理等を統括し、令和６年度までの約５年間の集中支

援に取り組んできたところである。 

さらに「経済財政運営と改革の基本方針 2024」（令和６年６月 21 日閣議決定）では、

令和７年度以降「この世代の支援は、中高年層に向けた施策を通じて、相談、リ・スキ

リングから就職、定着までを切れ目なく効果的に支援する」とされたことから、しずおか

PF においても本方針に沿って、就職氷河期世代を含む不安定な就労を繰り返し、就

職に支援が必要な中高年世代（以下「中高年世代」という。）に対象を拡大した上で、

引き続き安定就労の実現と活躍の場を拡げるための支援に取り組むこととし、その名

称を「しずおか中高年世代活躍応援プロジェクト協議会」（以下「しずおか協議会」とい

う。）に改めた。 

今後は「新たな就職氷河期世代等支援プログラム」（令和８年４月 10 日就職氷河期

世代等支援に関する関係閣僚会議決定）に基づき、「就労・処遇改善に向けた支援」

（リ・スキリングの支援等）、「社会参加に向けた段階的支援」（就労に困難を抱える者

の職業的自立に向けた支援等）等の取り組みを継続・拡充していく必要がある。 

このため、しずおか協議会においても、当該プログラムの関係施策を活用し、様々

な立場の構成員が中高年世代への支援に係る課題やニーズについての認識を共有

し、今後の支援策等について意見交換をすることを通じて、地域社会の関心を高める

とともに、この世代の中には配慮すべき様々な事情を抱える方がいること等を踏まえ、

画一的ではなく、地域の創意工夫も活かし、一人一人の事情や地域の実情に即した

支援メニューを構築し、積極的に届けていくことが必要である。  

 

２ 構成員 

別紙１「しずおか中高年世代活躍応援プロジェクト協議会構成員」のとおりとする。 

 

３ 各構成員の役割 

(1) 行政側 

①静岡労働局職業安定部（職業安定課） 

 ・しずおか協議会取りまとめ事務局（主担当） 

 ・事業実施計画（以下「事業計画」という。）策定に関する取りまとめ、各種事業 

- 49 -



の進捗管理（主担当） 

 ・各種支援策の周知広報 

 

②静岡県経済産業部就業支援局（産業人材課） 

・しずおか協議会取りまとめ事務局（副担当） 

・事業計画策定に関する取りまとめ、各種事業の進捗管理（副担当） 

・各種支援策の周知広報 

・県内の市町プラットフォーム（以下「市町 PF」という。）における経済団体等へ 

の対応依頼等に関する県内市町との連絡調整 

 

③静岡県健康福祉部福祉長寿局（地域福祉課）、静岡県健康福祉部障害者支援

局（障害福祉課） 

 ・県内の市町 PF の設置・運営に関する県内市町との連絡調整 

  ・社会参加に向けた支援を必要とする者の実態やニーズの把握の検討 

  ・県内の市町 PF と連携した先進的な取組に係る事例の把握と周知 

  ・各種支援策の周知広報 

 

④静岡県健康福祉部福祉長寿局（福祉長寿政策課） 

 ・静岡県孤独・孤立対策プラットフォーム（以下「孤独・孤立対策 PF」という。） 

の設置・運営に関する県内市町との連絡調整 

  ・孤独・孤立に関する実態やニーズの把握の検討 

  ・孤独・孤立対策 PF と連携した先進的な取組に係る事例の把握と周知 

  ・各種支援策の周知広報 

 

⑤就労等支援機関（ハローワーク、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機

構静岡支部、静岡県社会福祉協議会） 

 ・専門窓口・専門チームによる就職等支援 

  ・企業説明会・面接会の開催や職場実習・体験の機会の確保 

  ・企業に対する正規雇用化を含む処遇改善の働きかけ、中高年世代を対象とし 

た求人確保 

  ・職業的自立に向けた支援 

  ・中高年世代を対象に含む職業訓練 

  ・社会参加に向けた支援を必要とする者への支援の充実 

  ・就労に向けた関係機関の連携強化 

  ・県内の市町 PF への参画 

  ・各種支援策の周知広報 

  ・その他中高年世代の支援に係る施策の提案 
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(2) 経済団体、労働団体、業界団体等 

    ・企業に対する中高年世代を対象とした求人募集、積極的な採用、企業説明

会・面接会の開催や職場実習・体験の機会の確保の働きかけ 

  ・企業に対する中高年世代に対する人材育成の充実や正規雇用化を含む処遇 

改善の働きかけ 

 ・中高年世代の就労や社会参加に向けた相談支援 

 ・イベントや会報等での各種支援策等の周知広報 

  ・その他中高年世代の支援に係る施策の提案 

 

４ しずおか協議会における取組事項 

しずおか協議会においては、次の（1）から（4）までに掲げる事項について、協議

を行い、各構成員における取組を促進することとする。 

(1) 気運醸成と各種支援策の周知広報 

県内の中高年世代の支援に地域社会全体で取り組む気運を醸成し、各界が一

体となって、積極的な正規雇用、正規雇用化を含む処遇改善や社会参加への支

援に結びつくような環境整備を図る。  

また、中高年世代本人やそのご家族等に対し、各構成員が有する様々なルート

を通じて各種支援策の周知広報を図る。 

(2) 支援対象者の把握 

以下の３類型の者に係る実態やニーズの把握の方法等を検討する。  

①不安定な就労状態にある方 

（※）正規雇用を希望していながら不本意に非正規雇用で働く方や求職中の方など 

②就業を希望しながら長期にわたり無業の状態にある方  

（※）統計上、非労働力人口のうち、家事も通学もしていない方など 

③社会参加に向けた支援を必要とする方 

（※）ひきこもり状態にある者、生活困窮者、社会参加を希望する長期無業者など、就 

労支援だけでなく、社会参加に向けた支援を必要としている方。その実態やニーズの 

把握については、その方法を検討するとともに、必要に応じ、県と市町が連携し、それ 

ぞれの地域の事情に応じて、役割分担をした上で行う。 

 

(3) 目標、KPI の設定及び事業計画の策定 

 ①上記(2)の支援対象者ごとの取組に係る目標（目指す数値や状態をいう。） を

設定するとともに、KPI（当該目標の進捗を毎年度把握するための指標をいう。）を

可能な限り定量的に設定する。  

②目標を達成するため、また上記１の趣旨を踏まえつつ、「中高年世代活躍応援

プロジェクト都道府県協議会事業実施計画策定指針」を参考とし、事業計画を策

定する。 

 ③事業計画に基づく事業の進捗管理を行う。 
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(4) 市町 PF との連携 

静岡県は、市町 PF の設置・運営について、市町と連絡調整を図り、県内市町 

PF との情報共有と広域的課題の対応を行う。 

例えば、 

 ・市町 PF の設置に関する市町への働きかけや市町 PF の運営に関する市町 

への助言等 

 ・県の経済団体への対応依頼（福祉からの受け入れ先の開拓、雇用に当たって 

必要な配慮等 

 ・経済団体、他の市町等とのつながり作りの支援 

 ・県を越えた自治体間の広域的な取組の支援 

等の要請に対応するとともに、県内市町 PF の先進的な取組事例の把握と周

知等、必要な情報提供を行う。  

 

５ 会議の開催 

上記４に掲げる事項の協議を行うため、年２回を目安に会議を開催することとし、必

要に応じ更に開催することもできることとする。 

また、会議の開催方法については、参集形式の他、オンラインによる開催又は書面

による開催など、各構成員のニーズも考慮の上、柔軟な方法とする。 

 

６ 秘密の保持  

しずおか協議会の構成員及び協議の場に参加した者は、職務上知り得た秘密を

漏らしてはならない。 

 

 

（附則） 

本設置要領は、令和７年６月 27 日から施行する。 

          令和８年７月６日から一部改正する。 
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令和8年度 別紙１

区分 構成員（機関・団体名）

一般社団法人　静岡県経営者協会

一般社団法人　静岡県商工会議所連合会

静岡県中小企業団体中央会

静岡県商工会連合会

労働団体 日本労働組合総連合会　静岡県連合会

一般社団法人　静岡県建設業協会

一般社団法人　静岡県トラック協会

静岡県老人福祉施設協議会

独立行政法人　高齢・障害・求職者雇用支援機構　静岡支部

社会福祉法人　静岡県社会福祉協議会

静岡市保健福祉長寿局地域支え合い推進部（地域包括ケア推進課）

浜松市産業部（労働政策課）

静岡県経済産業部就業支援局（産業人材課）

静岡県健康福祉部福祉長寿局（地域福祉課）（福祉長寿政策課）

静岡県健康福祉部障害者支援局（障害福祉課）

静岡労働局職業安定部

行　政

しずおか中高年世代活躍応援プロジェクト協議会構成員

経済団体

業界団体

支援機関

地　域
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資料５-２ 

「しずおか中高年世代活躍応援プロジェクト協議会」に係る設置要領 比較対照表 

（傍線部分は改正部分） 

新設置要領 現行設置要領 

 

しずおか中高年世代活躍応援プロジェクト協議会設置要領（案） 

 

１ 趣旨 

いわゆる就職氷河期世代の方々への対応については、これまで「経

済財政運営と改革の基本方針 2019（令和元年６月 21 日閣議決定）に

盛り込まれた「就職氷河期世代支援プログラム」の下、令和２年より

関係機関や団体を構成員とする「しずおか就職氷河期世代活躍支援プ

ラットフォーム」（以下「しずおか PF」という。）を設置し、官民が協

働して県内の就職氷河期世代の支援に地域全体で取り組む気運を醸

成するとともに、支援策の取りまとめ、進捗管理等を統括し、令和６

年度までの約５年間の集中支援に取り組んできたところである。 

さらに「経済財政運営と改革の基本方針 2024」（令和６年６月 21 日

閣議決定）では、令和７年度以降「この世代の支援は、中高年層に向

けた施策を通じて、相談、リ・スキリングから就職、定着までを切れ

目なく効果的に支援する」とされたことから、しずおか PF において

も本方針に沿って、就職氷河期世代を含む不安定な就労を繰り返し、

就職に支援が必要な中高年世代（以下「中高年世代」という。）に対象

を拡大した上で、引き続き安定就労の実現と活躍の場を拡げるための

支援に取り組むこととし、その名称を「しずおか中高年世代活躍応援

プロジェクト協議会」（以下「しずおか協議会」という。）に改めた。 

 

今後は「新たな就職氷河期世代等支援プログラム」（令和８年４月

10 日就職氷河期世代等支援に関する関係閣僚会議決定）に基づき、

「就労・処遇改善に向けた支援」（リ・スキリングの支援等）、「社会

 

しずおか中高年世代活躍応援プロジェクト協議会設置要領 

 

１ 趣旨 

いわゆる就職氷河期世代の方々への対応については、骨太の方針 

2019 に盛り込まれた「就職氷河期世代支援プログラム」の下、令和

２年より関係機関や団体を構成員とする「しずおか就職氷河期世代活

躍支援プラットフォーム」（以下「しずおか PF」という。）を設置し、

官民が協働して県内の就職氷河期世代の支援に地域全体で取り組む

気運を醸成するとともに、支援策の取りまとめ、進捗管理等を統括し、

令和６年度までの約５年間の集中支援に取り組んできた。 

 

今般、閣議決定された骨太の方針 2024 においては、令和７年度以

降「この世代の支援は、中高年層に向けた施策を通じて、相談、リ・

スキリングから就職、定着までを切れ目なく効果的に支援する」とさ

れたことから、しずおか PF においても本方針に沿って、就職氷河期

世代を含む不安定な就労を繰り返し、就職に支援が必要な中高年世代

（以下「中高年世代」という。）に対象を拡大した上で、引き続き安

定就労の実現と活躍の場を拡げるための支援に取り組んでいく。これ

に伴い、しずおか PF については「しずおか中高年世代活躍応援プロ

ジェクト協議会」（以下「しずおか協議会」という。）と名称を改める

こととする。 
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参加に向けた段階的支援」（就労に困難を抱える者の職業的自立に向

けた支援等）等の取り組みを継続・拡充していく必要がある。 

このため、しずおか協議会においても、当該プログラムの関係施策

を活用し、様々な立場の構成員が中高年世代への支援に係る課題やニ

ーズについての認識を共有し、今後の支援策等について意見交換をす

ることを通じて、地域社会の関心を高めるとともに、この世代の中に

は配慮すべき様々な事情を抱える方がいること等を踏まえ、画一的で

はなく、地域の創意工夫も活かし、一人一人の事情や地域の実情に即

した支援メニューを構築し、積極的に届けていくことが必要である。 

 

２ 構成員 

別紙１「しずおか中高年世代活躍応援プロジェクト協議会構成員」

のとおりとする。 

 

３ 各構成員の役割 

(1)行政側 

① 静岡労働局職業安定部（職業安定課） 

・ しずおか協議会取りまとめ事務局（主担当） 

・ 事業実施計画（以下「事業計画」という。）策定に関する取りま

とめ、各種事業の進捗管理（主担当） 

・ 各種支援策の周知広報 

② 静岡県経済産業部就業支援局（産業人材課） 

・ しずおか協議会取りまとめ事務局（副担当） 

・ 事業計画策定に関する取りまとめ、各種事業の進捗管理（副担

当） 

・ 各種支援策の周知広報 

・ 県内の市町プラットフォーム（以下「市町 PF」という。）にお

 

 

しずおか協議会においては、様々な立場の構成員が中高年世代への

支援に係る課題やニーズについての認識を共有し、今後の支援策等に

ついて意見交換をすることを通じて、地域社会の関心を高めるととも

に、この世代の中には配慮すべき様々な事情を抱える方がおられるこ

と等を踏まえ、画一的ではなく、地域の創意工夫も活かし、一人一人

の事情や地域の実情に即した支援メニューを構築し、積極的に届けて

いくことが必要である。 

 

２ 構成員  

別紙１「しずおか中高年世代活躍応援プロジェクト協議会構成員」

のとおりとする。 

 

３ 各構成員の役割 

(1)行政側 

① 静岡労働局職業安定部（職業安定課） 

・ しずおか協議会取りまとめ事務局（主担当） 

・ 事業実施計画（以下「事業計画」という。）策定に関する取りま

とめ、各種事業の進捗管理（主担当） 

・ 各種支援策の周知広報 

 

② 静岡県経済産業部就業支援局（産業人材課） 

・ しずおか協議会取りまとめ事務局（副担当） 

・ 事業計画策定に関する取りまとめ、各種事業の進捗管理（副担

当） 

・ 各種支援策の周知広報 

・ 県内の市町プラットフォーム（以下「市町 PF」という。）にお
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ける経済団体等への対応依頼等に関する県内市町との連絡調

整 

 

③ 静岡県健康福祉部福祉長寿局（地域福祉課）、静岡県健康福祉

部障害者支援局（障害福祉課） 

・ 県内の市町 PF の設置・運営に関する県内市町との連絡調整 

・ 社会参加に向けた支援を必要とする者の実態やニーズの把握

の検討 

・ 県内の市町 PF と連携した先進的な取組に係る事例の把握と

周知 

・ 各種支援策の周知広報 

 

④ 静岡県健康福祉部福祉長寿局（福祉長寿政策課） 

・ 静岡県孤独・孤立対策プラットフォーム（以下「孤独・孤立対

策 PF」という。） 

・ の設置・運営に関する県内市町との連絡調整 

・ 孤独・孤立に関する実態やニーズの把握の検討 

・ 孤独・孤立対策 PF と連携した先進的な取組に係る事例の把握

と周知 

・ 各種支援策の周知広報 

 

⑤ 就労等支援機関（ハローワーク、独立行政法人高齢・障害・求

職者雇用支援機構静岡支部、静岡県社会福祉協議会） 

・ 専門窓口・専門チームによる就職等支援 

・ 企業説明会・面接会の開催や職場実習・体験の機会の確保 

・ 企業に対する正規雇用化を含む処遇改善の働きかけ、中高年世

代を対象とした求人確保 

・ 職業的自立に向けた支援 

ける経済団体等への対応依頼等に関する県内市町との連絡調

整 

 

③ 静岡県健康福祉部福祉長寿局（地域福祉課）、静岡県健康福祉 

部障害者支援局（障害福祉課） 

・ 県内の市町 PF の設置・運営に関する県内市町との連絡調整 

・ 社会参加に向けた支援を必要とする者の実態やニーズの把握

の検討 

・ 県内の市町 PF と連携した先進的な取組に係る事例の把握と

周知 

・ 各種支援策の周知広報 

 

④ 静岡県健康福祉部福祉長寿局（福祉長寿政策課） 

・ ふじのくに孤独・孤立対策プラットフォーム（以下「孤独・孤

立対策 PF」という。）の設置・運営に関する県内市町との連絡

調整 

・ 孤独・孤立に関する実態やニーズの把握の検討 

・ 孤独・孤立対策 PF と連携した先進的な取組に係る事例の把握

と周知 

・ 各種支援策の周知広報 

 

⑤ 就労等支援機関（ハローワーク、独立行政法人高齢・障害・求 

職者雇用支援機構静岡支部、静岡県社会福祉協議会） 

・ 専門窓口・専門チームによる就職等支援 

・ 企業説明会・面接会の開催や職場実習・体験の機会の確保 

・ 企業に対する正規雇用化を含む処遇改善の働きかけ、中高年世

代を対象とした求人確保 

・ 職業的自立に向けた支援 
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・ 中高年世代を対象に含む職業訓練 

・ 社会参加に向けた支援を必要とする者への支援の充実 

・ 就労に向けた関係機関の連携強化 

・ 県内の市町 PF への参画 

・ 各種支援策の周知広報 

・ その他中高年世代の支援に係る施策の提案 

 

(2)経済団体、労働団体、業界団体等 

・ 企業に対する中高年世代を対象とした求人募集、積極的な採

用、企業説明会・面接会の開催や職場実習・体験の機会の確保

の働きかけ 

・ 企業に対する中高年世代に対する人材育成の充実や正規雇用

化を含む処遇改善の働きかけ 

・ 中高年世代の就労や社会参加に向けた相談支援 

・ イベントや会報等での各種支援策等の周知広報 

・ その他中高年世代の支援に係る施策の提案 

 

４ しずおか協議会における取組事項 

しずおか協議会においては、次の（1）から（4）までに掲げる事

項について、協議を行い、各構成員における取組を促進することと

する。 

(1)気運醸成と各種支援策の周知広報 

県内の中高年世代の支援に地域社会全体で取り組む気運を醸成

し、各界が一体となって、積極的な正規雇用、正規雇用化を含む処

遇改善や社会参加への支援に結びつくような環境整備を図る。  

また、中高年世代本人やそのご家族等に対し、各構成員が有す

る様々なルートを通じて各種支援策の周知広報を図る。 

 

・ 中高年世代を対象に含む職業訓練 

・ 社会参加に向けた支援を必要とする者への支援の充実 

・ 就労に向けた関係機関の連携強化 

・ 県内の市町 PF への参画 

・ 各種支援策の周知広報 

・ その他中高年世代の支援に係る施策の提案 

 

(2)経済団体、労働団体、業界団体等 

・ 企業に対する中高年世代を対象とした求人募集、積極的な採

用、企業説明会・面接会の開催や職場実習・体験の機会の確保

の働きかけ 

・ 企業に対する中高年世代に対する人材育成の充実や正規雇用

化を含む処遇改善の働きかけ 

・ 中高年世代の就労や社会参加に向けた相談支援 

・ イベントや会報等での各種支援策等の周知広報 

・ その他中高年世代の支援に係る施策の提案 

 

４ しずおか協議会における取組事項 

しずおか協議会においては、次の（1）から（4）までに掲げる事

項について、協議を行い、各構成員における取組を促進することと

する。 

(1)気運醸成と各種支援策の周知広報 

県内の中高年世代の支援に地域社会全体で取り組む気運を醸成

し、各界が一体となって、積極的な正規雇用、正規雇用化を含む処

遇改善や社会参加への支援に結びつくような環境整備を図る。  

また、中高年世代本人やそのご家族等に対し、各構成員が有する

様々なルートを通じて各種支援策の周知広報を図る。 
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(2)支援対象者の把握 

以下の３類型の者に係る実態やニーズの把握の方法等を検討す

る。  

① 不安定な就労状態にある方 

（※）正規雇用を希望していながら不本意に非正規雇用で働く方や

求職中の方など 

② 就業を希望しながら長期にわたり無業の状態にある方  

（※）統計上、非労働力人口のうち、家事も通学もしていない方な 

 ど 

③ 社会参加に向けた支援を必要とする方 

（※）ひきこもり状態にある者、生活困窮者、社会参加を希望する 

長期無業者など、就労支援だけでなく、社会参加に向けた支援を

必要としている方。その実態やニーズの把握については、その方

法を検討するとともに、必要に応じ、県と市町が連携し、それぞ

れの地域の事情に応じて、役割分担をした上で行う。 

 

(3)目標、KPI の設定及び事業計画の策定 

① 上記（２）の支援対象者ごとの取組に係る目標（目指す数値や

状態をいう。） を設定するとともに、KPI（当該目標の進捗を毎

年度把握するための指標をいう。）を可能な限り定量的に設定

する。  

② 目標を達成するため、また上記１の趣旨を踏まえつつ、「中高年

世代活躍応援プロジェクト都道府県協議会事業実施計画策定

指針」を参考とし、事業計画を策定する。 

③ 事業計画に基づく事業の進捗管理を行う。 

 

(4)市町 PF との連携 

静岡県は、市町 PF の設置・運営について、市町と連絡調整を図

(2)支援対象者の把握 
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年世代活躍応援プロジェクト都道府県協議会事業実施計画策

定指針」を参考とし、事業計画を策定する。 
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り、県内市町 PF との情報共有と広域的課題の対応を行う。 

例えば、 

・ 市町 PF の設置に関する市町への働きかけや市町 PF の運営

に関する市町への助言等 

・ 県の経済団体への対応依頼（福祉からの受け入れ先の開拓、雇

用に当たって必要な配慮等） 

・ 経済団体、他の市町等とのつながり作りの支援 

・ 県を越えた自治体間の広域的な取組の支援 

等の要請に対応するとともに、県内市町 PF の先進的な取組事例

の把握と周知等、必要な情報提供を行う。  

 

５ 会議の開催 

上記４に掲げる事項の協議を行うため、年２回を目安に会議を開催

することとし、必要に応じ更に開催することもできることとする。 

また、会議の開催方法については、参集形式の他、オンラインによる

開催又は書面による開催など、各構成員のニーズも考慮の上、柔軟な

方法とする。 

 

６ 秘密の保持  

しずおか協議会の構成員及び協議の場に参加した者は、職務上知り得

た秘密を漏らしてはならない。 

 

 

（附則） 

本設置要領は、令和７年６月 27 日から施行する。 

       令和８年７月６日から一部改正する。 

り、県内市町 PF との情報共有と広域的課題の対応を行う。 

例えば、 

・ 市町 PF の設置に関する市町への働きかけや市町 PF の運営に関

する市町への助言等 

・ 県の経済団体への対応依頼（福祉からの受け入れ先の開拓、雇

用に当たって必要な配慮等） 

・ 経済団体、他の市町等とのつながり作りの支援 

・ 県を越えた自治体間の広域的な取組の支援 

等の要請に対応するとともに、県内市町 PF の先進的な取組事例

の把握と周知等、必要な情報提供を行う。  

 

５ 会議の開催 

上記４に掲げる事項の協議を行うため、年２回を目安に会議を開催

することとし、必要に応じ更に開催することもできることとする。 

また、会議の開催方法については、参集形式の他、オンラインによる

開催又は書面による開催など、各構成員のニーズも考慮の上、柔軟な

方法とする。 

 

６ 秘密の保持  

しずおか協議会の構成員及び協議の場に参加した者は、職務上知り

得た秘密を漏らしてはならない。 

 

 

（附則） 

本設置要領は、令和７年６月 27 日から施行する。 
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資料６-１ 

しずおか中高年世代活躍応援プロジェクト 

事業実施計画（案） 

 

 

１ 趣旨 

いわゆる就職氷河期世代に対し、政府は「経済財政運営と改革の基本方針

2019」（令和元年６月 21 日閣議決定）において「就職氷河期支援プログラム」

を策定し、当該世代の安定就労の実現に向け、３年間の集中的な支援に取り組

む方針が打ち出された。さらに「経済財政運営と改革の基本方針 2022」（令和

４年６月７日閣議決定）において、令和４年度までの３年間の集中取組期間を

「第一ステージ」と捉え、令和５年度からの２年間を「第二ステージ」と位置

付け、これまでの施策の効果も検証の上、効果的・効率的な支援を実施し、成

果を積み上げる旨の方針が定められた。  

この方針に向けた施策の具体化を図るため、関係機関・団体等を構成員とし

て、「しずおか就職氷河期世代活躍支援プラットフォーム」（以下「しずおかＰ

Ｆ」という。）を設置し、「市町プラットフォーム」（以下「市町ＰＦ」という。）

と連携し、各地域での支援対象者の就労・社会参加の実現に向け、就職氷河期

世代の積極採用や正社員化等の気運の醸成や支援策の周知等、地域における取

組を推進してきた。また、行政や訓練等関係機関、労使を含めた官民協働のプ

ラットフォームを設置し、就職氷河期世代の積極採用や正社員化の取組を推進

していくための事業計画を策定し、企業説明会や各種セミナー、職場体験・実

習を開催してきた。  

さらに「経済財政運営と改革の基本方針 2024」（令和６年６月 21 日閣議決

定）では、令和７年度以降、「この世代の支援は、中高年層に向けた施策を通

じて、相談、リ・スキリングから就職、定着までを切れ目なく効果的に支援す

る」とされたことから、しずおかＰＦにおいても、就職氷河期世代を含む不安

定な就労を繰り返し、就職に支援が必要な中高年世代（以下「中高年世代」と

いう。）へと対象を広げ、引き続き官民一体となった中高年世代の雇用支援、

正社員化等安定就労に向けた支援に取り組むこととし、その名称を「しずおか

中高年世代活躍応援プロジェクト協議会」（以下「しずおか協議会」という。）

に改めた。 

今後は、政府において「新たな就職氷河期世代等支援プログラム」（令和８

年４月 10 日就職氷河期世代等支援に関する関係閣僚会議決定）が策定された

ことを踏まえ、しずおか協議会においても、当該プログラムの関連施策を活用

し、支援に取り組む必要がある。このため、しずおか協議会においては、地域

における就職氷河期世代を含む中高年世代の更なる活躍支援に向けて、様々な

立場の構成員が中高年世代への支援に係る課題やニーズについての認識を共

有し、今後の支援策等について意見交換をすることを通じて、地域社会の関心
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を高めるとともに、この世代の中には配慮すべき様々な事情を抱える方がいる

こと等を踏まえ、画一的ではなく、地域の創意工夫も活かし、一人ひとりの事

情や地域の実情に即した支援メニューを構築し、積極的に届けていくため、し

ずおか中高年世代活躍応援プロジェクト協議会事業実施計画（以下「事業計画」

という。）を策定する。  

 

２ 計画期間 

  令和８年７月６日～令和９年３月 31 日 

 

３ 支援対象者 

  事業計画においては、中高年世代（概ね 35 歳～59 歳）のうち、次の①～③

に掲げる方々を支援対象者とする。 

①不安定な就労状態にある方 

  正規雇用を希望していながら不本意に非正規雇用で働く方や求職中の

方など 

②就業を希望しながら長期にわたり無業の状態にある方 

  就業を希望しながら、就業を行っておらず、家事も通学も行っていない

方など 

③社会参加に向けた支援を必要とする方 

  引きこもり状態にある者、生活困窮者、社会参加を希望する長期無業者

など、就労支援だけでなく、社会参加に向けた支援を必要としている方 

 

４ 現状と課題 

静岡県内における支援対象者の現状については、35 歳～59 歳の人口約 119

万人のうち、総務省の「令和４年就業構造基本調査」及び JILPT「若年者の就

業状況・キャリア・職業能力開発の現状④」を基に、①「不安定な就労状態に

ある方」31,300 人※１、②「長期にわたり無業の状態にある方」10,000 人※２と

推計している。③「社会参加に向けた支援を必要とする方」については、支援

対象者個人ごとに抱える事情や状態が異なり、必ずしも直ちに就労に向かうこ

とが本人にとって望ましいとは限らず、就労支援の対象として数量的にとらえ

ることがそもそもなじまないことから推計対象としていないが、支援対象者の

実態やニーズを可能な限り的確に把握し、必要な支援を進めていくこととする。 
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こうした支援対象者の当面の目標は、働くことや社会参加など多様であり、

また生活の基盤を置く地域の実情も様々であることから、個々人の状況に応じ

た支援メニューを丁寧に届けていかなければならない。そのためには、支援対

象者やその家族の置かれている状況、ニーズをしっかりと受け止めるという姿

勢を、社会全体に浸透させるよう取り組んでいくことが不可欠である。 

支援対象者である①「不安定な就労状態にある方」、②「長期にわたり無業

の状態にある方」、③「社会参加に向けた支援を必要とする方」は明確に区分

できない場合も想定され、その状態も時とともに変化していくものであること

から、関係機関が連携して、多様で複合的な課題やニーズに対応しながら、支

援対象者やその家族に対する柔軟な支援を行う必要がある。 

また、県内の雇用情勢は、改善の動きに一段と弱さがみられ、引き続き、物

価上昇等が雇用に与える影響に注意する必要があるなど、雇用環境に流動的な

側面もあることを踏まえながら、社会全体で支援対象者を支える機運を醸成し

ていくことが重要である。 

これらのことから、必要な方に必要な支援が届く体制を構築するため、しず

おか協議会のみならず、他の関係機関とも連携して取り組んでいくこととする。 

 

※１ 「不安定な就労状態にある方」：現在非正規雇用で働いており、現在の雇用形態に

ついている理由について「主に正規の職員・従業員の仕事がないから」と答えた者。 

資料出所：総務省「令和４年就業構造基本調査」 

※２ 「長期にわたり無業の状態にある方」：無業者のうち求職活動をしていない者で、

卒業者かつ通学しておらず、配偶者なしで家事を行っていない者。JILPT が特別集計

したデータを利用。 

資料出所：JILPT「若年者の就業状況・キャリア・職業能力開発の現状④」 

 

５ 目標、ＫＰＩ※３及び取組 

（１） 不安定な就労状態にある方 

【目標】 

正規雇用を希望していながら不安定な就労状態にある方について、現状より

も良い処遇を目指すため、支援対象者の正規雇用者数の増加を目標とする。 
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【ＫＰＩ】※３ 

〇 ハローワーク紹介による正社員就職件数（中高年世代） 3,241 件※４ 

〇 キャリアアップ助成金活用による正社員転換数  2,262 人※５ 

〇 中高年世代限定求人数及び歓迎求人数  9,248 人※６ 

〇 公的職業訓練３ヶ月後の就職件数  1,279 件※７ 

 

※３ KPI：重要業績評価指標（Key Performance Indicator）の略。目標の進捗を把握す

るための指標。 

※４ 令和８年度の静岡労働局目標値 

※５ 過去３年度の正社員転換数の平均値（全年齢層での目標） 

※６ 過去３年度の求人数の平均値 

※７ 令和８年度の静岡労働局目標値 

 

 

【取組】 

（相談体制の充実） 

〇 ハローワークの需給調整機能を活用し、求人者への働きかけにより限定求

人・歓迎求人の開拓、確保を進め、求職者に対して情報提供を行う。 

【静岡労働局】 

 

〇 ハローワーク静岡、浜松に設置した「ミドルシニア専門窓口」(名称：ミ

ドル・チャレンジコーナー)において、専門担当者のチーム制等による職業

相談・紹介、職場定着までの一貫した伴走型支援を行う。 

   また、ミドル・チャレンジコーナーにおいては、職業訓練部門と一層の連

携を図り、賃金が上昇する転職・処遇改善に資する公的職業訓練等の情報を

提供する。 

 

【静岡労働局】 

 

〇 しずおかジョブステーションにおいて、中高年世代を含め全ての世代に対

し、キャリアコンサルティング等の個別相談を実施する。 

- 64 -



5 
 

【静岡県】 

 

（職業訓練の実施・強化、スキルアップ支援） 

〇 個々のニーズに対応し、安定就労に有効な職業能力等の習得を目指す公 

的職業訓練の実施等によるスキルアップや新たなキャリアへの挑戦を支援

する。 

【静岡労働局、静岡県、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構静岡支部】 

 

（就職、正社員への転換支援） 

〇 支援対象者に対するマッチングイベント（企業説明会、セミナー等）を開催

する。 

 【静岡労働局】 

 

〇 キャリアアップ助成金（正社員化コース）、特定求職者雇用開発助成金（中

高年層安定雇用支援コース）、早期再就職支援等助成金（中途採用拡大コース）

等の企業支援策周知に努め、その活用による中高年世代の正社員就職及び正

社員転換を促進する。 

【静岡労働局】 

 

〇 中高年世代を対象とした求人募集、正規雇用化を含む処遇改善、職場定着支

援など、企業等における受入体制整備（職場体験・実習等の機会確保を含む）

等の取組を推進する。また、それら取組に必要な施策をしずおか協議会に提案

する。 

【浜松市、静岡県経営者協会、静岡県商工会議所連合会、静岡県商工会連合会、

静岡県中小企業団体中央会】 

 

〇 中高年世代を対象とした支援策について労働者への周知を行う。 

【日本労働組合総連合会静岡県連合会】 

 

（２）長期にわたり無業の状態にある方 

【目標】 
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就業を希望しながら、様々な事情により求職活動をしていない長期無業の状

態にある方については、働くことや社会参加を促す中で本人に合った形で支援

を行う必要があることから、地域若者サポートステーション（以下「サポステ」

という。）を中心に支援を行い、関係機関と連携しながら職業的自立につなげ

ることを目標とする。 

 

【ＫＰＩ】 

〇 サポステへの新規登録件数         422 件※７ 

〇 サポステの支援により就労につながった件数 317 件※７ 

※７ 過去３年度の実績の平均値 

 

【取組】 

（相談体制の充実） 

〇 サポステにおいて、専門相談員によるカウンセリング、セミナーの実施等

により、５０歳未満の支援対象者の職業意識やコミュニケーション能力の向

上を図る。 

また、関係機関への多様な支援において支援対象者を把握し、ハローワー

ク、しずおかジョブステーション等との連携により個々人の状況に対応した

きめ細かな職業的自立支援を行う。 

【静岡労働局、静岡県、浜松市】 

 

〇 中高年世代就職相談会、合同企業説明会を開催し、支援対象者からの相談

に応じ、個々人の状況に対応したきめ細かな職業的自立支援を行う。 

【浜松市】 

 

（職業体験・見学、就労に向けた支援） 

 〇 支援対象者に対し、ハローワークにおける就職支援プログラムの実施、企

業との連携強化を図ることで、就職・正社員化等職業的自立につなげる。 

【静岡労働局、静岡県】 

 

 〇 職場体験・実習等による受入体制の整備の取組について、業界団体や企業
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等への協力要請を行い、拡大を図る。 

【静岡労働局、静岡県】 

 

〇 支援対象者の職場体験や職場実習等の機会確保及び受入れ後の職場定着

支援など、企業等における受入体制整備に係る取組を推進する。 

【静岡県、浜松市、静岡県経営者協会、静岡県商工会議所連合会、静岡県商

工会連合会、静岡県中小企業団体中央会、静岡県建設業協会、静岡県トラッ

ク協会、静岡県老人福祉施設協議会】 

 

〇 支援対象者に係る受入体制整備（職場体験・実習等の機会確保を含む）等

への取組について企業等への働きかけを行う。 

【静岡県、浜松市】 

 

〇 支援策について労働者への周知を行う。 

【日本労働組合総連合会静岡県連合会】 

 

（３） 社会参加に向けた支援を必要とする方 

【目標】 

支援対象者やその家族の実態やニーズに応じた、就労に限らない多様な社会

参加に向けた支援を可能とするため、市町ＰＦにより、支援体制の充実を図り、

支援対象者と社会のつながりが生まれることを目標とする。 

 

【ＫＰＩ】 

〇 引きこもり状態にある人の「居場所」利用者数 1,120 人 

〇 市町のひきこもり相談支援体制整備に係るアドバイザー派遣回数 18 回 

 

【取組】 

（ひきこもり支援センター居場所の設置） 

〇自宅以外で過ごし、人との交流を図る居場所を設置するほか、ひきこもりの 

長期化等により中高年のひきこもりが増加しているため、中高年向けの居 

場所を設置し、身近な地域で社会への第一歩を踏み出す支援を行う。 
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メタバース空間での居場所の設置に向けて、メタバース空間での当事者同

士が交流できるイベントの開催（年２回程度）等を行う。 

【静岡県】 

 

（相談体制の充実） 

〇 支援対象者やその家族が、居住する地域で容易に相談できるよう、市町で

の包括的支援体制整備を促進するとともに、生活困窮者自立支援制度の自立

相談支援機関（以下「自立相談支援機関」という。）における相談体制の強

化等の充実を図るため、市町に対して専門のノウハウを有するアドバイザー

の派遣等を行う。また、支援体制について、住民への周知を図る。 

【静岡県、静岡県社会福祉協議会】 

  

 （孤独・孤立対策） 

 〇 孤独・孤立対策に取り組む官・民・ＮＰＯ等の関係機関のネットワークづ

くりを進め、行政と団体や団体間の相互理解を促進するとともに、各団体の

得意分野を活かした多面的な支援につなげる。 

【静岡県、静岡県社会福祉協議会】 

 

（職業体験・見学、就労に向けた支援） 

〇 支援対象者の職場体験や職場実習等の機会確保及び受入れ後の職場定着

支援など、企業等における受入体制整備に係る取組を推進する。（再掲） 

【静岡県、浜松市、静岡県経営者協会、静岡県商工会議所連合会、静岡県

商工会連合会、静岡県中小企業団体中央会、静岡県建設業協会、静岡県ト

ラック協会、静岡県老人福祉施設協議会】 

 

〇 支援対象者に係る受入体制整備（職場体験・実習等の機会確保を含む）等

への取組について企業等への働きかけを行う。（再掲） 

【静岡県】 

 

〇 支援策について労働者への周知を行う。（再掲） 

【日本労働組合総連合会 静岡県連合会】 
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（４）全支援対象者 

【取組】 

（中高年世代支援の気運醸成） 

 〇 しずおか協議会の取組や活動等について、市町や各団体・企業等に積極

的に周知・啓発を行うことにより、社会全体で中高年世代の活躍を支援す

る気運の醸成を図る。 

【全構成員】 

 

 〇 支援対象者一人ひとりに各種施策や社会全体で支援するというメッセ

ージを積極的に届けるため、あらゆる手段（メディア、ＳＮＳ、ＷＥＢ、

イベント開催等）を活用し、家族、関係者も含め効果的に伝わる周知・広

報策を展開する。 

【全構成員】 

 

６ 推進体制・進捗管理方法 

事業実施計画の効果的な推進を図るため、しずおか協議会とりまとめ事務

局において進捗状況の把握及び管理を行い、しずおか協議会設置要領の５に

規定する会議において公表する。 

なお、その進捗状況等を踏まえ、必要に応じて計画内容を見直すこともあ

り得る。 

 

７ 地域就職氷河期世代等支援推進交付金 

【別表】のとおり 

 

８ 市町プラットフォームとの連携 

  しずおか協議会は、市町ＰＦの効果的かつ円滑な運営のために、市町ＰＦか

らの支援要請に対して適切に対応するとともに、中高年世代支援に関する好

事例等の情報についてはこれを共有し、双方密な連携を図ることとする。 

 

９ その他 
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事業計画の実施に当たり、課題、疑義等が生じた場合は、しずおか協議会内

の構成員で協議を行うとともに、関係機関に対しても情報共有を行うこととす

る。 

事業計画については、毎年度の実施状況を踏まえた見直しを行うことがある。 

なお、事業計画の記載のうち、静岡労働局及び静岡県の取組に係る記載につ

いては、今後の予算審議等の状況により修正・変更等があり得る。 
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【別表】

自治体 区分 事業名 事業内容

静岡県 継続 ひきこもり対策推進事業費

ひきこもり支援体制の強化
・市町のひきこもり相談窓口設置及び相談対応を支援す
るためのアドバイザー派遣
・検索連動型ホームページ広告による、ひきこもり当事者
及び家族への支援情報の提供

浜松市 継続
浜松市地域若者サポートステー
ションはままつ就職氷河期世代
支援事業

地域若者サポートステーションはままつに相談員として臨
床心理士や社会福祉士等の専門資格を持った職員を配
置。
就労に関する相談のみならず、支援対象者の希望に応じ
てひきこもり地域支援センターや生活自立相談支援セン
ター等と連携し分野横断的に実施することで社会参加支
援も拡充する。

浜松市 新規
浜松市地域若者サポートステー
ションはままつ事業

地域若者サポートステーションはままつに相談員として臨
床心理士または公認心理師等の専門資格を持った職員
を配置し、カウンセリング、アセスメント等を実施。精神保
健福祉センターが実施している「ひきこもりサポートセン
ター」と連携を図ることにより、ひきこもりの回復から就労
に向けた一連の連携支援をきめ細かく実施する。

沼津市 新規
沼津市・清水町
合同就職面接会開催事業

沼津市・清水町内に所在する企業を対象とした出展募集
を行い、学生及び就職氷河期世代の中高年層を中心とす
る幅広い求職者等を対象とした対面式の合同就職面接会
を開催する。

地域就職氷河期世代等支援推進交付金事業一覧
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「しずおか中高年世代活躍応援プロジェクト」に係る事業実施計画の比較対照表 

（傍線部分は改正部分） 

新事業実施計画 現行事業実施計画 

しずおか中高年世代活躍応援プロジェクト事業実施計画（案） 

 

１ 趣旨 

いわゆる就職氷河期世代に対し、政府は「経済財政運営と改革の

基本方針 2019」（令和元年６月 21 日閣議決定）において「就職氷河

期支援プログラム」を策定し、当該世代の安定就労の実現に向け、

３年間の集中的な支援に取り組む方針が打ち出された。さらに「経

済財政運営と改革の基本方針 2022」（令和４年６月７日閣議決定）に

おいて、令和４年度までの３年間の集中取組期間を「第一ステージ」

と捉え、令和５年度からの２年間を「第二ステージ」と位置付け、こ

れまでの施策の効果も検証の上、効果的・効率的な支援を実施し、

成果を積み上げる旨の方針が定められた。  

この方針に向けた施策の具体化を図るため、関係機関・団体等を

構成員として、「しずおか就職氷河期世代活躍支援プラットフォー

ム」（以下「しずおかＰＦ」という。）を設置し、「市町プラットフォ

ーム」（以下「市町ＰＦ」という。）と連携し、各地域での支援対象者

の就労・社会参加の実現に向け、就職氷河期世代の積極採用や正社

員化等の気運の醸成や支援策の周知等、地域における取組を推進し

てきた。また、行政や訓練等関係機関、労使を含めた官民協働のプ

ラットフォームを設置し、就職氷河期世代の積極採用や正社員化の

取組を推進していくための事業計画を策定し、企業説明会や各種セ

ミナー、職場体験・実習を開催してきた。  

さらに「経済財政運営と改革の基本方針 2024」（令和６年６月 21 

日閣議決定）では、令和７年度以降、「この世代の支援は、中高年層

に向けた施策を通じて、相談、リ・スキリングから就職、定着までを

しずおか中高年世代活躍応援プロジェクト事業実施計画 

 

１ 趣旨 

いわゆる就職氷河期世代に対し、政府は「経済財政運営と改革の

基本方針 2019」（令和元年６月 21 日閣議決定）において「就職氷河

期支援プログラム」を策定し、当該世代の安定就労の実現に向け、

３年間の集中的な支援に取り組む方針が打ち出された。さらに「経

済財政運営と改革の基本方針 2022」（令和４年６月７日閣議決定）に

おいて、令和４年度までの３年間の集中取組期間を「第一ステージ」

と捉え、令和５年度からの２年間を「第二ステージ」と位置付け、こ

れまでの施策の効果も検証の上、効果的・効率的な支援を実施し、

成果を積み上げる旨の方針が定められた。  

この方針に向けた施策の具体化を図るため、関係機関・団体等を

構成員として、「しずおか就職氷河期世代活躍支援プラットフォー

ム」（以下、「しずおかＰＦ」という。）を設置し、「市町プラットフォ

ーム」（以下、「市町ＰＦ」という。）と連携し、各地域での支援対象

者の就労・社会参加の実現に向け、就職氷河期世代の積極採用や正

社員化等の気運の醸成や支援策の周知等、地域における取組を推進

してきた。また、行政や訓練等関係機関、労使を含めた官民協働の

プラットフォームを設置し、就職氷河期世代の積極採用や正社員化

の取組を推進していくための事業計画を策定し、企業説明会や各種

セミナー、職場体験・実習を開催してきた。  

「経済財政運営と改革の基本方針 2024」（令和６年６月 21 日閣議

決定）において、「この世代の支援は、中高年層に向けた施策を通じ

て、相談、リ・スキリングから就職、定着までを切れ目なく効果的に

資料６-２ 
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切れ目なく効果的に支援する」とされたことから、しずおかＰＦに

おいても、就職氷河期世代を含む不安定な就労を繰り返し、就職に

支援が必要な中高年世代（以下「中高年世代」という。）へと対象を

広げ、引き続き官民一体となった中高年世代の雇用支援、正社員化

等安定就労に向けた支援に取り組むこととし、その名称を「しずお

か中高年世代活躍応援プロジェクト協議会」（以下「しずおか協議会」

という。）に改めた。 

今後は、政府において「新たな就職氷河期世代等支援プログラム」

（令和８年４月 10 日就職氷河期世代等支援に関する関係閣僚会議

決定）が策定されたことを踏まえ、しずおか協議会においても、当

該プログラムの関連施策を活用し、支援に取り組む必要がある。こ

のため、しずおか協議会においては、地域における就職氷河期世代

を含む中高年世代の更なる活躍支援に向けて、様々な立場の構成員

が中高年世代への支援に係る課題やニーズについての認識を共有

し、今後の支援策等について意見交換をすることを通じて、地域社

会の関心を高めるとともに、この世代の中には配慮すべき様々な事

情を抱える方がいること等を踏まえ、画一的ではなく、地域の創意

工夫も活かし、一人ひとりの事情や地域の実情に即した支援メニュ

ーを構築し、積極的に届けていくため、しずおか中高年世代活躍応

援プロジェクト協議会事業実施計画（以下「事業計画」という。）を

策定する。  

 

２ 計画期間 

  令和８年７月６日～令和９年３月 31 日 

 

３ 支援対象者 

  事業計画においては、中高年世代（概ね 35 歳～59 歳）のうち、次

の①～③に掲げる方々を支援対象者とする。 

支援する」とされたことを踏まえ、就職氷河期世代を含む不安定な

就労を繰り返し、就職に支援が必要な中高年世代（以下、「中高年世

代」という。）へと対象を広げ、引き続き官民一体となった中高年世

代の雇用支援、正社員化等安定就労に向けた支援に取り組むことと

する。  

上記の方針に伴い、しずおかＰＦ は「しずおか中高年世代活躍応

援プロジェクト協議会」（以下、「しずおか協議会」という。）へ名称

を改め、しずおか中高年世代活躍応援プロジェクト協議会事業実施

計画（以下、「事業計画」という。）を策定する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画期間 

  令和７年６月 27 日～令和８年３月 31 日 

 

３ 支援対象者 

  事業計画においては、中高年世代（概ね 35 歳～59 歳）のうち、次

の①～③に掲げる方々を支援対象者とする。 
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①不安定な就労状態にある方 

  正規雇用を希望していながら不本意に非正規雇用で働く方や

求職中の方など 

②就業を希望しながら長期にわたり無業の状態にある方 

  就業を希望しながら、就業を行っておらず、家事も通学も行

っていない方など 

③社会参加に向けた支援を必要とする方 

  引きこもり状態にある者、生活困窮者、社会参加を希望する

長期無業者など、就労支援だけでなく、社会参加に向けた支援

を必要としている方 

 

４ 現状と課題 

静岡県内における支援対象者の現状については、35 歳～59 歳の人

口約 119 万人のうち、総務省の「令和４年就業構造基本調査」及び

JILPT「若年者の就業状況・キャリア・職業能力開発の現状④」を基

に、①「不安定な就労状態にある方」31,300 人※１、②「長期にわた

り無業の状態にある方」10,000 人※２と推計している。③「社会参加

に向けた支援を必要とする方」については、支援対象者個人ごとに

抱える事情や状態が異なり、必ずしも直ちに就労に向かうことが本

人にとって望ましいとは限らず、就労支援の対象として数量的にと

らえることがそもそもなじまないことから推計対象としていない

が、支援対象者の実態やニーズを可能な限り的確に把握し、必要な

支援を進めていくこととする。 

①不安定な就労状態にある方 

  正規雇用を希望していながら不本意に非正規雇用で働く方や

求職中の方など 

②就業を希望しながら長期にわたり無業の状態にある方 

  就業を希望しながら、就業を行っておらず、家事も通学も行

っていない方など 

③社会参加に向けた支援を必要とする方 

  引きこもり状態にある者、生活困窮者、社会参加を希望する

長期無業者など、就労支援だけでなく、社会参加に向けた支援

を必要としている方 

 

４ 現状と課題 

静岡県内における支援対象者の現状については、35 歳～59 歳の人

口約 121 万人のうち、総務省の「就業構造基本統計調査（2017 年）」

及び JILPT「若年者の就業状況・キャリア・職業能力開発の現状③」

を基に、①「不安定な就労状態にある方」44,600 人※１、②「就業を

希望しながら長期にわたり無業の状態にある方」14,828 人※２と推計

している。③「社会参加に向けた支援を必要とする方」については、

支援対象者個人ごとに抱える事情や状態が異なり、必ずしも直ちに

就労に向かうことが本人にとって望ましいとは限らず、就労支援の

対象として数量的にとらえることがそもそもなじまないことから推

計対象としていないが、支援対象者の実態やニーズを可能な限り的

確に把握し、必要な支援を進めていくこととする。 
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こうした支援対象者の当面の目標は、働くことや社会参加など多

様であり、また生活の基盤を置く地域の実情も様々であることから、

個々人の状況に応じた支援メニューを丁寧に届けていかなければな

らない。そのためには、支援対象者やその家族の置かれている状況、

ニーズをしっかりと受け止めるという姿勢を、社会全体に浸透させ

るよう取り組んでいくことが不可欠である。 

支援対象者である①「不安定な就労状態にある方」、②「長期にわ

たり無業の状態にある方」、③「社会参加に向けた支援を必要とする

方」は明確に区分できない場合も想定され、その状態も時とともに

変化していくものであることから、関係機関が連携して、多様で複

合的な課題やニーズに対応しながら、支援対象者やその家族に対す

る柔軟な支援を行う必要がある。 

また、県内の雇用情勢は、改善の動きに一段と弱さがみられ、引

き続き、物価上昇等が雇用に与える影響に注意する必要があるなど、

雇用環境に流動的な側面もあることを踏まえながら、社会全体で支

援対象者を支える機運を醸成していくことが重要である。 

これらのことから、必要な方に必要な支援が届く体制を構築する

ため、しずおか協議会のみならず、他の関係機関とも連携して取り

組んでいくこととする。 

 

※１ 「不安定な就労状態にある方」：現在非正規雇用で働いており、

現在の雇用形態についている理由について「主に正規の職員・

従業員の仕事がないから」と答えた者。 

こうした支援対象者の当面の目標は、働くことや社会参加など多

様であり、また生活の基盤を置く地域の実情も様々であることから、

個々人の状況に応じた支援メニューを丁寧に届けていかなければな

らない。そのためには、支援対象者やその家族の置かれている状況、

ニーズをしっかりと受け止めるという姿勢を、社会全体に浸透させ

るよう取り組んでいくことが不可欠である。 

支援対象者である①「不安定な就労状態にある方」、②「就業を希

望しながら長期にわたり無業の状態にある方」、③「社会参加に向け

た支援を必要とする方」は明確に区分できない場合も想定され、そ

の状態も時とともに変化していくものであることから、関係機関が

連携して、多様で複合的な課題やニーズに対応しながら、支援対象

者やその家族に対する柔軟な支援を行う必要がある。 

また、県内の雇用情勢は、改善の動きに弱さがみられ、引き続き、

物価上昇等が雇用に与える影響に注意する必要があるなど、雇用環

境に流動的な側面もあることを踏まえながら、社会全体で支援対象

者を支える機運を醸成していくことが重要である。 

これらのことから、必要な方に必要な支援が届く体制を構築する

ため、しずおか協議会のみならず、他の関係機関とも連携して取り

組んでいくこととする。 

 

※１ 「不安定な就労状態にある方」：現在非正規雇用で働いており、

現在の雇用形態についている理由について「主に正規の職員・

従業員の仕事がないから」と答えた方。 
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資料出所：総務省「令和４年就業構造基本調査」 

※２ 「長期にわたり無業の状態にある方」：無業者のうち求職活動

をしていない者で、卒業者かつ通学しておらず、配偶者なしで

家事を行っていない者。JILPT が特別集計したデータを利用。 

資料出所：JILPT「若年者の就業状況・キャリア・職業能力開

発の現状④」 

 

 

５ 目標、ＫＰＩ※３及び取組 

（１） 不安定な就労状態にある方 

【目標】 

正規雇用を希望していながら不安定な就労状態にある方につい

て、現状よりも良い処遇を目指すため、支援対象者の正規雇用者数

の増加を目標とする。 

 

【ＫＰＩ】※３ 

〇 ハローワーク紹介による正社員就職件数（中高年世代） 3,241

件※４ 

〇 キャリアアップ助成金活用による正社員転換数  2,262 人※５ 

〇 中高年世代限定求人数及び歓迎求人数  9,248 人※６ 

〇 公的職業訓練３ヶ月後の就職件数  1,279 件※７ 

 

※３ KPI：重要業績評価指標（Key Performance Indicator）の略。

資料出所：総務省「就業構造基本調査（2017 年）」 

※２ 「就業を希望しながら長期にわたり無業の状態にある方」：無

業者のうち求職活動をしていない方で、卒業者かつ通学してお

らず、配偶者なしで家事を行っていない方。JILPT が特別集計し

たデータを利用。 

資料出所：JILPT「若年者の就業状況・キャリア・職業能力開

発の現状③」 

 

５ 目標、ＫＰＩ※３及び取組 

（１） 不安定な就労状態にある方 

【目標】 

正規雇用を希望していながら不安定な就労状態にある方につい

て、現状よりも良い処遇を目指すため、支援対象者の正規雇用者数

の増加を目標とする。 

 

【ＫＰＩ】※３ 

〇 ハローワーク紹介による正社員就職件数（中高年世代） 2,756

件※４ 

〇 キャリアアップ助成金活用による正社員転換数 2,181 人※５ 

〇 中高年世代限定求人件数及び歓迎求人件数  9,620 件※６ 

 

 

※３ KPI：重要業績評価指標（Key Performance Indicator）の略。
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目標の進捗を把握するための指標。 

※４ 令和８年度の静岡労働局目標値 

※５ 過去３年度の正社員転換数の平均値（全年齢層での目標） 

※６ 過去３年度の求人数の平均値 

※７ 令和８年度の静岡労働局目標値 

 

【取組】 

（相談体制の充実） 

〇 ハローワークの需給調整機能を活用し、求人者への働きかけに

より限定求人・歓迎求人の開拓、確保を進め、求職者に対して情

報提供を行う。 

【静岡労働局】 

 

〇 ハローワーク静岡、浜松に設置した「ミドルシニア専門窓口」

(名称：ミドル・チャレンジコーナー)において、専門担当者のチ

ーム制等による職業相談・紹介、職場定着までの一貫した伴走型

支援を行う。 

   また、ミドル・チャレンジコーナーにおいては、職業訓練部門と

一層の連携を図り、賃金が上昇する転職・処遇改善に資する公的

職業訓練等の情報を提供する。 

【静岡労働局】 

 

 

目標の進捗を把握するための指標。 

※４ 令和７年度の静岡労働局目標値 

※５ 過去３年度の正社員転換数の平均値（全年齢層での目標） 

※６ 令和６年度の実績値 

 

 

【取組】 

（相談体制の充実） 

〇 ハローワークの需給調整機能を活用し、求人者への働きかけに

より限定求人・歓迎求人の開拓、確保を進め、求職者に対して情

報提供を行う。 

【静岡労働局】 

 

〇 ハローワーク静岡、浜松に設置した「ミドルシニア専門窓口」

(名称：ミドル・チャレンジコーナー)において、専門担当者のチ

ーム制等による職業相談・紹介、職場定着までの一貫した伴走型

支援を行う。 

【静岡労働局】 
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〇 しずおかジョブステーションにおいて、中高年世代を含め全て

の世代に対し、キャリアコンサルティング等の個別相談を実施す

る。 

【静岡県】 

 

（職業訓練の実施・強化、スキルアップ支援） 

〇 個々のニーズに対応し、安定就労に有効な職業能力等の習得を

目指す公的職業訓練の実施等によるスキルアップや新たなキャリ

アへの挑戦を支援する。 

【静岡労働局、静岡県、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構

静岡支部】 

 

（就職、正社員への転換支援） 

〇 支援対象者に対するマッチングイベント（企業説明会、セミナー

等）を開催する。 

 【静岡労働局】 

 

〇 キャリアアップ助成金（正社員化コース）、特定求職者雇用開発助

成金（中高年層安定雇用支援コース）、早期再就職支援等助成金（中

途採用拡大コース）等の企業支援策周知に努め、その活用による中

高年世代の正社員就職及び正社員転換を促進する。 

【静岡労働局】 

 

〇 しずおかジョブステーションにおいて、中高年世代を含め全て

の世代に対し、キャリアコンサルティング等の個別相談を実施す

る。 

【静岡県】 

 

（職業訓練の実施・強化、スキルアップ支援） 

〇 個々のニーズに対応し、安定就労に有効な職業能力等の習得を

目指す公的職業訓練の実施等によるスキルアップや新たなキャリ

アへの挑戦を支援する。 

【静岡労働局、静岡県、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構

静岡支部】 

 

（就職、正社員への転換支援） 

〇 支援対象者に対するマッチングイベント（企業説明会、セミナー

等）を開催する。 

 【静岡労働局】 

 

〇 キャリアアップ助成金（正社員化コース）、特定求職者雇用開発助

成金（中高年層安定雇用支援コース）、早期再就職支援等助成金（中

途採用拡大コース）等の企業支援策周知に努め、その活用による中

高年世代の正社員就職及び正社員転換を促進する。 

【静岡労働局】 
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〇 中高年世代を対象とした求人募集、正規雇用化を含む処遇改善、

職場定着支援など、企業等における受入体制整備（職場体験・実習

等の機会確保を含む）等の取組を推進する。また、それら取組に必

要な施策をしずおか協議会に提案する。 

【浜松市、静岡県経営者協会、静岡県商工会議所連合会、静岡県商

工会連合会、静岡県中小企業団体中央会】 

 

〇 中高年世代を対象とした支援策について労働者への周知を行う。 

【日本労働組合総連合会静岡県連合会】 

 

（２）長期にわたり無業の状態にある方 

【目標】 

就業を希望しながら、様々な事情により求職活動をしていない長

期無業の状態にある方については、働くことや社会参加を促す中で

本人に合った形で支援を行う必要があることから、地域若者サポー

トステーション（以下「サポステ」という。）を中心に支援を行い、

関係機関と連携しながら職業的自立につなげることを目標とする。 

 

【ＫＰＩ】 

〇 サポステへの新規登録件数         422 件※７ 

〇 サポステの支援により就労につながった件数 317 件※７ 

※７ 過去３年度の実績の平均値 

 

〇 中高年世代を対象とした求人募集、正規雇用化を含む処遇改善、

職場定着支援など、企業等における受入体制整備（職場体験・実習

等の機会確保を含む）等の取組を推進する。また、それら取組に必

要な施策をしずおか協議会に提案する。 

【浜松市、静岡県経営者協会、静岡県商工会議所連合会、静岡県商

工会連合会、静岡県中小企業団体中央会】 

 

〇 中高年世代を対象とした支援策について労働者への周知を行う。 

【日本労働組合総連合会静岡県連合会】 

 

（２）長期にわたり無業の状態にある方 

【目標】 

就業を希望しながら、様々な事情により求職活動をしていない長

期無業の状態にある方については、働くことや社会参加を促す中で

本人に合った形で支援を行う必要があることから、地域若者サポー

トステーション（以下、「サポステ」という。）を中心に支援を行い、

関係機関と連携しながら職業的自立につなげることを目標とする。 

 

【ＫＰＩ】 

〇 サポステへの新規登録件数         600 件※７ 

〇 サポステの支援により就労につながった件数 440 件※７ 

※７ サポステ支援対象全年齢層での目標 
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【取組】 

（相談体制の充実） 

〇 サポステにおいて、専門相談員によるカウンセリング、セミナ

ーの実施等により、５０歳未満の支援対象者の職業意識やコミュ

ニケーション能力の向上を図る。 

また、関係機関への多様な支援において支援対象者を把握し、

ハローワーク、しずおかジョブステーション等との連携により

個々人の状況に対応したきめ細かな職業的自立支援を行う。 

【静岡労働局、静岡県、浜松市】 

 

〇 中高年世代就職相談会、合同企業説明会を開催し、支援対象者

からの相談に応じ、個々人の状況に対応したきめ細かな職業的自

立支援を行う。 

【浜松市】 

 

（職業体験・見学、就労に向けた支援） 

 〇 支援対象者に対し、ハローワークにおける就職支援プログラム

の実施、企業との連携強化を図ることで、就職・正社員化等職業

的自立につなげる。 

【静岡労働局、静岡県】 

 

 〇 職場体験・実習等による受入体制の整備の取組について、業界

団体や企業等への協力要請を行い、拡大を図る。 

【取組】 

（相談体制の充実） 

〇 サポステにおいて、専門相談員によるカウンセリング、セミナ

ーの実施等により、５０歳未満の支援対象者の職業意識やコミュ

ニケーション能力の向上を図る。 

また、関係機関への多様な支援において支援対象者を把握し、

ハローワーク、しずおかジョブステーション等との連携により

個々人の状況に対応したきめ細かな職業的自立支援を行う。 

【静岡労働局、静岡県、浜松市】 

 

〇 中高年世代就職相談会、合同企業説明会を開催し、支援対象者

からの相談に応じ、個々人の状況に対応したきめ細かな職業的自

立支援を行う。 

【浜松市】 

 

（職業体験・見学、就労に向けた支援） 

 〇 支援対象者に対し、ハローワークにおける就職支援プログラム

の実施、企業との連携強化を図ることで、就職・正社員化等職業

的自立につなげる。 

【静岡労働局、静岡県】 

 

 〇 職場体験・実習等による受入体制の整備の取組について、業界

団体や企業等への協力要請を行い、拡大を図る。 
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【静岡労働局、静岡県】 

 

〇 支援対象者の職場体験や職場実習等の機会確保及び受入れ後の

職場定着支援など、企業等における受入体制整備に係る取組を推

進する。 

【静岡県、浜松市、静岡県経営者協会、静岡県商工会議所連合会、

静岡県商工会連合会、静岡県中小企業団体中央会、静岡県建設業

協会、静岡県トラック協会、静岡県老人福祉施設協議会】 

 

〇 支援対象者に係る受入体制整備（職場体験・実習等の機会確保

を含む）等への取組について企業等への働きかけを行う。 

【静岡県、浜松市】 

 

〇 支援策について労働者への周知を行う。 

【日本労働組合総連合会静岡県連合会】 

 

（３） 社会参加に向けた支援を必要とする方 

【目標】 

支援対象者やその家族の実態やニーズに応じた、就労に限らない

多様な社会参加に向けた支援を可能とするため、市町ＰＦにより、

支援体制の充実を図り、支援対象者と社会のつながりが生まれるこ

とを目標とする。 

 

【静岡労働局、静岡県】 

 

〇 支援対象者の職場体験や職場実習等の機会確保及び受入れ後の

職場定着支援など、企業等における受入体制整備に係る取組を推

進する。 

【静岡県、浜松市、静岡県経営者協会、静岡県商工会議所連合会、

静岡県商工会連合会、静岡県中小企業団体中央会、静岡県建設業

協会、静岡県トラック協会、静岡県老人福祉施設協議会】 

 

〇 支援対象者に係る受入体制整備（職場体験・実習等の機会確保

を含む）等への取組について企業等への働きかけを行う。 

【静岡県、浜松市】 

 

〇 支援策について労働者への周知を行う。 

【日本労働組合総連合会静岡県連合会】 

 

（３）社会参加に向けた支援を必要とする方 

【目標】 

支援対象者やその家族の実態やニーズに応じた、就労に限らない

多様な社会参加に向けた支援を可能とするため、市町ＰＦにより、

支援体制の充実を図り、支援対象者と社会のつながりが生まれるこ

とを目標とする。 
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【ＫＰＩ】 

〇 引きこもり状態にある人の「居場所」利用者数 1,120 人 

〇 市町のひきこもり相談支援体制整備に係るアドバイザー派遣回

数 18 回 

 

 

【取組】 

（ひきこもり支援センター居場所の設置） 

〇自宅以外で過ごし、人との交流を図る居場所を設置するほか、ひ

きこもりの長期化等により中高年のひきこもりが増加しているた

め、中高年向けの居場所を設置し、身近な地域で社会への第一歩

を踏み出す支援を行う。 

メタバース空間での居場所の設置に向けて、メタバース空間で

の当事者同士が交流できるイベントの開催（年２回程度）等を行

う。 

【静岡県】 

 

（相談体制の充実） 

〇 支援対象者やその家族が、居住する地域で容易に相談できるよ

う、市町での包括的支援体制整備を促進するとともに、生活困窮

者自立支援制度の自立相談支援機関（以下「自立相談支援機関」

という。）における相談体制の強化等の充実を図るため、市町に対

して専門のノウハウを有するアドバイザーの派遣等を行う。また、

【ＫＰＩ】 

〇 中高年世代の引きこもり状態にある人の「居場所」利用者数 

705 人 

〇 市町のひきこもり相談支援体制整備に係るアドバイザー派遣回

数 18 回 

 

【取組】 

（ひきこもり支援センター居場所の設置） 

〇自宅以外で過ごし、人との交流を図る居場所を設置するほか、ひ

きこもりの長期化等により中高年のひきこもりが増加している

ため、中高年向けの居場所を設置し、身近な地域で社会への第一

歩を踏み出す支援を行う。 

【静岡県】 

 

 

 

 

（相談体制の充実） 

〇 支援対象者やその家族が、居住する地域で容易に相談できるよ

う、市町での包括的支援体制整備を促進するとともに、生活困窮

者自立支援制度の自立相談支援機関（以下「自立相談支援機関」

という。）における相談体制の強化等の充実を図るため、市町に対

して専門のノウハウを有するアドバイザーの派遣等を行う。また、
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支援体制について、住民への周知を図る。 

【静岡県、静岡県社会福祉協議会】 

  

 （孤独・孤立対策） 

 〇 孤独・孤立対策に取り組む官・民・ＮＰＯ等の関係機関のネッ

トワークづくりを進め、行政と団体や団体間の相互理解を促進す

るとともに、各団体の得意分野を活かした多面的な支援につなげ

る。 

【静岡県、静岡県社会福祉協議会】 

 

（職業体験・見学、就労に向けた支援） 

〇 支援対象者の職場体験や職場実習等の機会確保及び受入れ後

の職場定着支援など、企業等における受入体制整備に係る取組を

推進する。（再掲） 

【静岡県、浜松市、静岡県経営者協会、静岡県商工会議所連合会、

静岡県商工会連合会、静岡県中小企業団体中央会、静岡県建設業

協会、静岡県トラック協会、静岡県老人福祉施設協議会】 

 

〇 支援対象者に係る受入体制整備（職場体験・実習等の機会確保

を含む）等への取組について企業等への働きかけを行う。（再掲） 

【静岡県】 

 

〇 支援策について労働者への周知を行う。（再掲） 

支援体制について、住民への周知を図る。 

【静岡県、静岡県社会福祉協議会】 

  

 （孤独・孤立対策） 

 〇 孤独・孤立対策に取り組む官・民・ＮＰＯ等の関係機関のネッ

トワークづくりを進め、行政と団体や団体間の相互理解を促進す

るとともに、各団体の得意分野を活かした多面的な支援につなげ

る。 

【静岡県、静岡県社会福祉協議会】 

 

（職業体験・見学、就労に向けた支援） 

〇 支援対象者の職場体験や職場実習等の機会確保及び受入れ後

の職場定着支援など、企業等における受入体制整備に係る取組を

推進する。（再掲） 

【静岡県、浜松市、静岡県経営者協会、静岡県商工会議所連合会、

静岡県商工会連合会、静岡県中小企業団体中央会、静岡県建設業

協会、静岡県トラック協会、静岡県老人福祉施設協議会】 

 

〇 支援対象者に係る受入体制整備（職場体験・実習等の機会確保

を含む）等への取組について企業等への働きかけを行う。（再掲） 

【静岡県】 

 

〇 支援策について労働者への周知を行う。（再掲） 
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【日本労働組合総連合会 静岡県連合会】 

 

（４）全支援対象者 

【取組】 

（中高年世代支援の気運醸成） 

 〇 しずおか協議会の取組や活動等について、市町や各団体・企

業等に積極的に周知・啓発を行うことにより、社会全体で中高

年世代の活躍を支援する気運の醸成を図る。 

【全構成員】 

 

 〇 支援対象者一人ひとりに各種施策や社会全体で支援するとい

うメッセージを積極的に届けるため、あらゆる手段（メディア、

ＳＮＳ、ＷＥＢ、イベント開催等）を活用し、家族、関係者も含

め効果的に伝わる周知・広報策を展開する。 

【全構成員】 

 

６ 推進体制・進捗管理方法 

事業実施計画の効果的な推進を図るため、しずおか協議会とり

まとめ事務局において進捗状況の把握及び管理を行い、しずおか

協議会設置要領の５に規定する会議において公表する。 

なお、その進捗状況等を踏まえ、必要に応じて計画内容を見直

すこともあり得る。 

 

【日本労働組合総連合会 静岡県連合会】 

 

（４）全支援対象者 

【取組】 

（中高年世代支援の気運醸成） 

 〇 しずおか協議会の取組や活動等について、市町や各団体・企

業等に積極的に周知・啓発を行うことにより、社会全体で中高

年世代の活躍を支援する気運の醸成を図る。 

【全構成員】 

 

 〇 支援対象者一人ひとりに各種施策や社会全体で支援するとい

うメッセージを積極的に届けるため、あらゆる手段（メディア、

ＳＮＳ、ＷＥＢ、イベント開催等）を活用し、家族、関係者も含

め効果的に伝わる周知・広報策を展開する。 

【全構成員】 

 

６ 推進体制・進捗管理方法 

事業実施計画の効果的な推進を図るため、しずおか協議会とり

まとめ事務局において進捗状況の把握及び管理を行い、しずおか

協議会設置要領の５に規定する会議において公表する。 

なお、その進捗状況等を踏まえ、必要に応じて計画内容を見直

すこともあり得る。 
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７ 地域就職氷河期世代等支援推進交付金 

【別表】のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 市町プラットフォームとの連携 

  しずおか協議会は、市町ＰＦの効果的かつ円滑な運営のために、

市町ＰＦからの支援要請に対して適切に対応するとともに、中高年

世代支援に関する好事例等の情報についてはこれを共有し、双方密

な連携を図ることとする。 

 

７ 社会参加活躍支援等孤独・孤立対策推進交付金（個別支援事業） 

自治体 事業名 事業内容 

静岡県 ひきこもり

対策推進事

業 

就職氷河期世代等のひきこもり支援体制

の強化 

・市町のひきこもり相談窓口設置及び相

談対応を支援するためのアドバイザー派

遣 

・検索連動型ホームページ広告による、ひ

きこもり当事者及び家族への支援情報の

提供 

浜松市 浜松市就職

氷河期世代 

支援事業 

地域若者サポートステーションはままつ

に臨床心理士等の専門資格を持った職員

を配置。 

就職氷河期世代の個々の課題に寄り添っ

た支援を実施することで、就職氷河期世代

の社会参加や就労を図る。 

 

８ 市町プラットフォームとの連携 

  しずおか協議会は、市町ＰＦの効果的かつ円滑な運営のために、

市町ＰＦからの支援要請に対して適切に対応するとともに、中高年

世代支援に関する好事例等の情報についてはこれを共有し、双方密

な連携を図ることとする。 
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９ その他 

事業計画の実施に当たり、課題、疑義等が生じた場合は、しずお

か協議会内の構成員で協議を行うとともに、関係機関に対しても情

報共有を行うこととする。 

事業計画については、毎年度の実施状況を踏まえた見直しを行う

ことがある。 

なお、事業計画の記載のうち、静岡労働局及び静岡県の取組に係

る記載については、今後の予算審議等の状況により修正・変更等が

あり得る。 

 

【別表】地域就職氷河期世代等支援推進交付金事業一覧 

自

治

体 

区

分 
事業名 事業内容 

静

岡

県 

継

続 

ひきこもり対策推

進事業費 

ひきこもり支援体制の強化 

・市町のひきこもり相談窓口設置及び相談

対応を支援するためのアドバイザー派遣 

・検索連動型ホームページ広告による、ひ

きこもり当事者及び家族への支援情報の

提供 

浜

松

市 

継

続 

浜松市地域若者

サポートステーシ

ョンはままつ就職

氷河期世代支援

事業 

地域若者サポートステーションはままつに

相談員として臨床心理士や社会福祉士等

の専門資格を持った職員を配置。 

就労に関する相談のみならず、支援対象

者の希望に応じてひきこもり地域支援セ

ンターや生活自立相談支援センター等と

９ その他 

事業計画の実施に当たり、課題、疑義等が生じた場合は、しずお

か協議会内の構成員で協議を行うとともに、関係機関に対しても情

報共有を行うこととする。 

事業計画については、毎年度の実施状況を踏まえた見直しを行う

ことがある。 

なお、事業計画の記載のうち、静岡労働局及び静岡県の取組に係

る記載については、今後の予算審議等の状況により修正・変更等が

あり得る。 
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連携し分野横断的に実施することで社会

参加支援も拡充する。 

浜

松

市 

新

規 

浜松市地域若者

サポートステーシ

ョンはままつ事業 

地域若者サポートステーションはままつに

相談員として臨床心理士または公認心理

師等の専門資格を持った職員を配置し、

カウンセリング、アセスメント等を実施。精

神保健福祉センターが実施している「ひき

こもりサポートセンター」と連携を図ること

により、ひきこもりの回復から就労に向け

た一連の連携支援をきめ細かく実施す

る。 

沼

津

市 

新

規 

沼津市・清水町 

合同就職面接会

開催事業 

沼津市・清水町内に所在する企業を対象

とした出展募集を行い、学生及び就職氷

河期世代の中高年層を中心とする幅広い

求職者等を対象とした対面式の合同就職

面接会を開催する。 
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